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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (百万円) 249,051 258,139 262,396 282,817 271,076

経常利益 (百万円) 532 1,149 2,962 3,702 1,412

当期純利益 (百万円) 200 447 1,071 1,309 515

純資産額 (百万円) 35,211 36,199 36,641 36,505 35,729

総資産額 (百万円) 123,666 127,778 135,721 134,844 129,301

１株当たり純資産額 (円) 899.43 896.18 916.93 914.12 894.09

１株当たり当期純利益
金額

(円) 5.09 11.42 26.66 32.94 12.97

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 28.5 28.3 26.8 26.9 27.5

自己資本利益率 (％) 0.56 1.25 2.95 3.60 1.43

株価収益率 (倍) 157.10 66.10 31.28 20.09 46.94

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 994 4,241 10,007 △4,739 1,280

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,759 △3,610 △4,347 4,719 △2,284

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △955 382 △1,172 △2,537 △602

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 11,017 12,031 16,518 13,961 12,355

従業員数
〔外、平均臨時雇用人
員〕

(人)
 

2,103

〔586〕

2,104

〔673〕

2,044

〔640〕

2,219

〔743〕

2,162

〔804〕

(注) １　①第56期については、一部の連結子会社を除き、売上高には消費税等は含まれておりません。

②第57期以降については、売上高には消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

３　従業員数は、就業人員数を表示しております。

４　第59期において、提出会社は、平成19年５月18日に持分法適用関連会社であった㈱井上誠昌堂の株式を追加取

得し、連結子会社としております。

５　純資産額の算定にあたり、第58期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。　

６　第60期において、連結子会社でありました㈱バイタルヘルスケアは、平成20年４月１日付で㈱リードヘルスケ

ア（存続会社）及び㈱ほくやくヘルスケアと合併し、持分比率が減少したことにより連結の範囲から除外し

ております。
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７　提出会社は、平成21年４月１日付で㈱ケーエスケーと共同で株式移転による完全親会社㈱バイタルケーエス

ケー・ホールディングスを設立したことに伴い、平成21年３月26日に東京証券取引所市場第一部への上場を

廃止しております。このため、第60期の株価収益率は平成21年３月25日の最終株価に基づき算定しておりま

す。

　

(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (百万円) 240,174 241,006 241,892 256,160 258,778

経常利益 (百万円) 359 1,215 2,919 3,594 1,211

当期純利益 (百万円) 105 680 867 1,525 343

資本金 (百万円) 3,992 3,992 3,992 3,992 3,992

発行済株式総数 (千株) 41,841 41,841 41,841 41,841 39,726

純資産額 (百万円) 34,718 35,934 35,967 36,159 35,171

総資産額 (百万円) 119,679 119,751 126,968 124,995 124,164

１株当たり純資産額 (円) 886.84 889.59 905.12 909.97 885.34

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)

 

12.00

（6.00)

12.00

（6.00)

12.00

（6.00)

12.00

（6.00)

12.00

（6.00)

１株当たり当期純利益
金額

(円) 2.69 17.36 21.59 38.40 8.65

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 29.0 30.0 28.3 28.9 28.3

自己資本利益率 (％) 0.30 1.93 2.41 4.23 0.96

株価収益率 (倍) 297.95 43.48 38.63 17.24 70.44

配当性向 (％) 446.9 69.1 55.6 31.2 138.81

従業員数
〔外、平均臨時
雇用人員〕

(人)

 

1,499

〔459〕

1,414

〔415〕

1,368

〔357〕

1,351

〔385 〕

1,431

〔427〕

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

３　従業員数は、就業人員数を表示しております。

４　第57期において、平成17年７月１日付で提出会社を分割会社とし、㈱バイタルヘルスケアを承継会社とする分

社型新設分割を行っております。

５　第57期において、平成17年10月１日付で提出会社を分割会社とし、別に設立した㈱バイタルケアを承継会社と

する分社型吸収分割を行っております。

６　純資産額の算定にあたり、第58期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。

７　平成21年４月１日付で㈱ケーエスケーと共同で株式移転による完全親会社㈱バイタルケーエスケー・ホール

ディングスを設立したことに伴い、平成21年3月26日に東京証券取引所市場一部への上場を廃止しておりま

す。このため、第60期の株価収益率は平成21年３月25日の最終株価に基づき算定しております。
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２ 【沿革】
　

年月 事項

昭和25年２月 株式会社鈴彦商店設立(現宮城県登米市)、資本金１百万円

昭和27年11月 仙台店開設

昭和28年３月 塩竃蛮紅華湯株式会社設立(連結子会社)

昭和36年９月 本社を仙台市に移転、従来の本社を登米店とする

昭和45年７月 株式会社福島ミドリ十字より営業の譲受

昭和45年８月 名取物流センター竣工

昭和45年９月 株式会社鈴彦商店を株式会社鈴彦と商号変更

昭和47年４月 大学堂商事株式会社より営業の譲受

昭和56年９月 鈴彦総業株式会社設立

昭和58年４月 村研薬品株式会社と朝日薬品株式会社と合併し、サンエス株式会社に商号変更

平成元年11月 株式会社井上誠昌堂より秋田県内の営業の譲受

平成３年11月 日本証券業協会に店頭登録

平成５年８月 東京証券取引所市場第二部に上場

平成６年４月 和光薬品株式会社と合併

平成７年４月 株式会社ヘルスマート設立(連結子会社)

平成７年９月 東京証券取引所市場第一部銘柄に指定

平成７年９月 株式会社ケーエスアール設立(連結子会社)

平成８年３月 八乙女ビル竣工

平成８年３月 株式会社医療経営研究所設立(連結子会社)

平成10年４月 東京営業所開設

平成10年10月 サンエス東京株式会社設立(連結子会社)

平成11年１月 サンエス東京株式会社(連結子会社)が株式会社茂木薬品商会の医家向け部門を譲受

平成11年３月 ホームヘルプサービス事業開始

平成11年８月 介護サービス指定居宅介護支援事業所指定

平成12年８月 サンエス物流株式会社設立

平成13年１月

 

株式会社ニチエー、三栄薬品株式会社と合併し、株式会社バイタルネットに商号変更

合併により、株式会社ニチエーの関係会社であったニチエーアグロ株式会社、株式会社尚和、株式

会社ヘルスマート新潟(連結子会社)、株式会社シナノメディカルプランニングが関係会社となる

平成13年８月 サンエス物流株式会社を株式会社バイタルエクスプレス(連結子会社)に商号変更
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年月 事項

平成13年８月

 

株式会社バイタルエクスプレス秋田、株式会社バイタルエクスプレス山形、株式会社バイタルエク

スプレス新潟設立

平成13年８月 株式会社宮城登米広域介護サービス(持分法適用関連会社)の株式を取得し、関係会社となる

平成13年10月

 

ニチエーアグロ株式会社が、ホシ伊藤アグロ株式会社、村木薬品株式会社と合併し、株式会社アグ

ロジャパン(連結子会社)に商号変更

平成13年12月 株式会社井上誠昌堂と資本提携

平成14年４月 新潟特薬グループを分社化し、商号を株式会社バイタルグリーン(連結子会社)とする

平成14年７月 オオモリ薬品東北株式会社と合併

平成15年３月 株式会社三協医科器械と資本・業務提携

平成15年４月 株式会社三協医科器械(持分法適用関連会社)の株式を取得し、関係会社となる

平成15年７月 株式会社井上誠昌堂の株式を追加取得し、関係会社となる

平成16年７月 コスモスケア株式会社(持分法適用関連会社)の株式を取得し、関係会社となる

平成17年３月

 

株式会社ほくやく、鍋林株式会社、東邦薬品株式会社、中北薬品株式会社、株式会社ケーエスケー、

株式会社アステムと業務提携

平成17年６月 株式会社バイタルケア設立(連結子会社)

平成17年７月 ヘルスケア事業を分社化し、商号を株式会社バイタルヘルスケアとする

平成17年10月 介護事業を分割し、株式会社バイタルケア(連結子会社)に移管する

平成17年10月

 

７社業務提携(平成17年３月)へ岩渕薬品株式会社、株式会社オムエルが新規加入し、グループ名称

を「葦の会」とする

平成17年11月 株式会社ヘルスマート(連結子会社)が株式会社フタミ薬局の株式を取得し、関係会社とする

平成17年11月 業務提携９社による共同運営会社「株式会社葦の会」設立

平成18年４月

 

鈴彦総業株式会社と株式会社尚和が合併し、商号を株式会社バイタルエージェンシー（連結子会

社）とする

平成18年12月

 

株式会社ヘルスマートと株式会社フタミ薬局が合併し、存続会社を株式会社ヘルスマート(連結子

会社)とする

平成19年５月 持分法適用関連会社であった株式会社井上誠昌堂の株式を追加取得し、連結子会社とする

平成19年10月 株式会社ケーエスケーと２社間で業務提携

平成20年１月

 

株式会社バイタルエクスプレス、株式会社バイタルエクスプレス秋田、株式会社バイタルエクスプ
レス山形、株式会社バイタルエクスプレス新潟が合併し、存続会社を株式会社バイタルエクス
プレス(連結子会社)とする

平成20年４月 株式会社バイタルヘルスケアが㈱リードヘルスケアと合併し、連結対象外となる

平成20年12月 株式会社シナノメディカルプランニングの全株式を売却し、持分法適用関連会社から外れる

平成21年４月
 

株式会社ケーエスケーとの株式移転による共同持株会社「株式会社バイタルケーエスケー・ホー
ルディングス」を設立
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３ 【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社15社及び関連会社４社により構成され、医薬

品関連事業及びその他事業の２部門に関係する事業を主として行っており、医薬品関連事業では医薬品等

の製造業・卸売業・小売業及び運送業、その他事業では介護サービス業、医療機関に対するコンサルティン

グ業、損害保険代理業、不動産斡旋業、駐車場業等の事業活動を行っております。

各事業における当社及び関係会社の位置付け等は次のとおりであります。

なお、次の事業の種類は「第５　経理の状況　１　(1)連結財務諸表　注記事項」に掲げる事業の種類別セグ

メント情報の区分と同一であります。

　
事業の種類の名称 主要製品(事業) 関係会社

医薬品関連事業 医薬品等の製造業 塩竃蛮紅華湯㈱

　 医薬品等の卸売業 当社、サンエス東京㈱、㈱バイタルグリーン

　 　 ㈱アグロジャパン、㈱井上誠昌堂

　 　 ㈱三協医科器械

　 医薬品等の小売業 ㈱ヘルスマート、㈱ヘルスマート新潟

　 　 ㈱ケーエスアール、他１社

　 医薬品等の運送業 ㈱バイタルエクスプレス

その他事業 介護サービス業 ㈱バイタルケア、コスモスケア㈱

　 　 ㈱宮城登米広域介護サービス

　 損害保険代理業、駐車場業等 ㈱バイタルエージェンシー、他１社

　 医療機関に対するコンサルティング業 ㈱医療経営研究所、他１社

　 その他 １社

(注)　連結子会社でありました㈱バイタルヘルスケアは、平成20年４月１日付で㈱リードヘルスケア（存続会社）及び

㈱ほくやくヘルスケアと合併し、持分比率が減少したことにより連結の範囲から除外しております。

　

　

以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。

　

(事業系統図)
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４ 【関係会社の状況】

(1) 連結子会社

　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事
業の内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合(％)

関係内容

サンエス東京㈱
東京都
豊島区

50
医薬品
関連事業

100.0

・医薬品の卸売りを行っております。
・当社より医薬品を仕入れておりま
す。

役員の兼任等・・・・有

㈱バイタルグリーン
新潟市
中央区

50
医薬品
関連事業

100.0

・医薬品の卸売りを行っております。
・当社に対し医薬品を販売しておりま
す。

・当社より医薬品を仕入れておりま
す。

・当社所有の建物を賃借しておりま
す。

・業務委託契約に基づき、当社が医薬
　品の配送等を行っております。
・当社は仕入債務の保証を行っており
ます。

役員の兼任等・・・・有

㈱アグロジャパン
新潟市
中央区

90
医薬品
関連事業

55.6

・医薬品の卸売りを行っております。
・当社に対し医薬品を販売しておりま
す。

・当社より医薬品を仕入れておりま
す。

・当社所有の建物を賃借しておりま
す。

・業務委託契約に基づき、当社が医薬
　品の配送を行っております。
・当社は仕入債務の保証を行っており
ます。

役員の兼任等・・・・有

㈱井上誠昌堂
富山県
高岡市

45
医薬品
関連事業

51.1

・医薬品の卸売りを行っております。
・当社より医薬品を仕入れておりま
す。

・当社所有の建物を賃借しておりま
す。

役員の兼任等・・・・有

その他　８社 　 　 　 　 　

(注) １　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　連結子会社でありました㈱バイタルヘルスケアは、平成20年４月１日付で㈱リードヘルスケア（存続会社）及

び㈱ほくやくヘルスケアと合併し、持分比率が減少したことにより連結の範囲から除外しております。

　

　

(2) 持分法適用関連会社

　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事
業の内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合(％)

関係内容

㈱宮城登米広域介護
サービス

宮城県
登米市

40
その他
事業

30.8

・介護サービス業を行っております。
・当社より医薬品を仕入れておりま
す。

役員の兼任等・・・・無

その他　２社 　 　 　 　 　
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況
平成21年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

医薬品関連事業 　

　医療用医薬品
1,595
〔587〕

　一般用医薬品
98
〔26〕

　その他
223
〔49〕

その他事業
69

〔133〕

全社(共通)
177
〔9〕

合計
2,162
〔804〕

(注) １　従業員数は就業人員数(当社グループからグループ外への出向者を除き、嘱託契約の従業員を含む。)であり、臨

時従業員数は〔　〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　臨時従業員には、パートタイマーの人員数を記載しております。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

 
1,431〔427〕

42.6 20.9 5,509,426

(注) １　従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者及び嘱託契約の従業員を含

む。)であり、臨時従業員数は〔　〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　臨時従業員には、パートタイマーの人員数を記載しております。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

当社グループにおいて、提出会社及び㈱バイタルケアにはバイタルネット労働組合が組織(組合員数

969人)されており、所属団体には属しておりません。また、労使関係は円満に推移しております。

なお、㈱バイタルケア以外の連結子会社には組合組織はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

（１）業績

当連結会計年度の日本経済は、米国のサブプライムローン問題等に端を発した世界的な金融市場の混

乱や株式・為替市場の変動により、企業の業績や設備投資が急速に悪化しました。また、その影響は雇用

不安や個人消費の低迷などを招き、景気の減速が鮮明となりました。

医薬品卸売業界におきましては、ジェネリック医薬品の使用促進や後期高齢者医療制度の導入などの

医療費抑制策が進展し、加えて景気の減速感の強まりとともに患者の受診抑制傾向が顕著となりました。

そのような状況の中、当連結会計年度は中期経営計画『Ｃhallenge―Ｖ』の２期目であり、創業60周年

という節目を迎えるにあたり、以下の４つの主要課題を掲げ取り組みました。

①中期経営計画『Ｃhallenge―Ｖ』の第２期計画の実践

『Ｃhallenge―Ｖ』のメインテーマである収益性向上に向けて、第２期の行動計画をグループ一丸

となって着実に実行しました。

②「流通改善」による環境変化に対応した継続的増益体質の確立

具体的には、第２四半期までは「流通改善」における改善課題に対する意識・行動を徹底し、妥結を

早めながら売差改善に努めたものの、第３四半期以降、価格競争に巻き込まれ収益性が低下しました。

③マーケティングの強化による市場シェアアップの実現

処方元とのつながりと『Ｖ―ＳＴＥＰ』（薬局向けの契約販売システム）、『ＰＯＷＥＲＳ』（病

院・診療所・薬局向け在庫管理システム）、『Ｍeron』（薬局からお客様へ健康情報を提供するポー

タルサイト）をはじめとする当社独自ツールの活用などにより、当社グループの持つ企業力を総合的

かつ有機的に発揮して地域における存在力を高め、市場シェアの上昇に取り組みました。

④各ステークホルダーとの関係強化

積極的な情報公開、ＩＲ活動、プライベートブランドの展開、社会貢献活動などにより、株主、得意先、

メーカー、従業員など各ステークホルダーとの絆をより強固なものにする関係づくりを進めました。

以上の結果、当連結会計年度の業績につきましては、連結売上高271,076百万円（前年同期比95.8％）、

連結営業利益426百万円（前年同期比16.7％）、連結経常利益1,412百万円（前年同期比38.2％）、連結当

期純利益515百万円（前年同期比39.4％）となりました。

　

事業の種類別のセグメントの業績は、次のとおりであります。

①医薬品関連事業

医療用医薬品につきましては、平成20年４月に平均5.2％の薬価の引き下げを含む診療報酬改定が実

施され、また前述の患者の受診抑制の影響を受けながらも、生活習慣病関連薬剤の拡大や抗がん剤など

新薬群の牽引により市場規模はわずかながら前年を上回る水準で推移したものとみています。

当社におきましては、主な商圏となる東北・新潟エリアにおいて医師不足から病院の診療科閉鎖が

相次ぐなどの低下要因が加わりました。
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そのような状況の中、当社独自ツールである『Ｖ―ＳＴＥＰ』の展開による実需に基づく適正数量、

適正価格での販売を推進しました。加えて、受発注のＩＴ化を推進する『ＰＯＷＥＲＳ』採用医療機関

の増加により商品取引コストを抑えました。さらに、平成19年からスタートした『Ｍeron』の展開によ

り患者集客力を支援しました。

薬効分類からみますと、抗がん剤、高脂血症治療剤、認知症治療剤などの販売が好調でした。また、季

節的要因であるインフルエンザの関連薬剤（ワクチン含む）が前年以上の販売となりました。しかし、

生活習慣病関連薬剤の中にはジェネリック医薬品採用が進んだことにより販売金額の伸長が鈍化した

薬効もありました。

この結果、医療用医薬品の売上高は239,523百万円（前年同期比100.1％）となりました。

また、医薬品卸売業界の主要課題である「流通改善」への取り組みの結果、例年より早い時期の妥結

ができた一方、メーカーの価格政策の変更による影響および一部の大病院やチェーン調剤において価

格低下が進み、売上総利益は前年に比べて減少しました。

一般用医薬品については、回復に向かった前年から一転し、市場は大幅なマイナス伸長となりまし

た。そのような中、当社は市場動向に注視し、医薬品販売制度の改正も見据えた得意先業態別のきめ細

かい営業活動を行いました。しかしながら、個人消費の低迷による影響、上位集中化が進む量販企業の

出店攻勢や薬店の廃業による影響、また、当社の連結子会社であった㈱バイタルヘルスケアが平成20年

４月１日をもって㈱リードヘルスケア（北九州市）と合併し当社連結対象から外れたため、売上高は

8,289百万円（前年同期比41.8％）となりました。

試薬・医療機器（医療材料を含む）については、平成20年４月より試薬・医療機器担当の営業人員

の専門性強化を目的とした新しい営業体制へ移行し、特定健康診査・特定保健指導の開始による需要

増加、レセプトオンライン化やＤＰＣ（日本型包括支払い方式）導入病院の増加など医療環境の変化

に対応しました。しかしながら、前連結会計期間において売上計上された大口物件の納入が当連結会計

期間にはなかったため、売上高は22,560百万円（前年同期比97.5％）となりました。

なお、医薬品関連事業全体の売上高は270,373百万円（前年同期比95.8％）となり、医薬品関連事業

の売上高が連結売上高に占める割合は99.7％となっております。

　

②その他事業

介護事業については、通所介護事業の利用者が増加し、平成20年５月から秋田市、平成20年６月から

仙台市にて開始した新たな通所介護事業、居宅介護支援事業など、利用者は順調に推移しております。

介護事業以外では、保険手数料収入及び駐車場収入等もほぼ前連結会計期間の売上高を確保しまし

た。その結果、その他事業の売上高は703百万円（前年同期比105.4％）となりました。

なお、その他事業の売上高が連結売上高に占める割合は0.3％となっております。
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（２）キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計

年度末に比べ、1,605百万円減少して12,355百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において、営業活動による資金の増加は1,280百万円（前連結会計年度は資金の減少

4,739百万円）となりました。これは主として、税金等調整前当期純利益1,113百万円、非資金項目であ

る減価償却費1,019百万円及び減損損失213百万円の計上、仕入債務の増加1,237百万円、法人税等の支

払額1,444百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において、投資活動による資金の減少は2,284百万円(前連結会計年度は資金の増加

4,719百万円)となりました。これは主として、投資有価証券の取得による支出2,803百万円によるもの

であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において、財務活動による資金の減少は602百万円（前連結会計年度は資金の減少

2,537百万円）となりました。これは主として、社債の償還による支出100百万円及び配当金の支払476

百万円によるものであります。

　

EDINET提出書類

株式会社バイタルネット(E02754)

有価証券報告書

 11/105



２ 【仕入及び販売の状況】

(1) 仕入実績

当連結会計年度における仕入実績を事業の種類ごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類の名称 金額(百万円) 前年度比(％)

医薬品関連事業 249,291 96.9

　医療用医薬品 222,031 101.3

　一般用医薬品 7,418 41.9

　その他 19,842 97.4

その他事業 106 96.4

合計 249,398 96.9

(注) １　金額は、仕入価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類ごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類の名称 金額(百万円) 前年度比(％)

医薬品関連事業 270,373 95.8

　医療用医薬品 239,523 100.1

　一般用医薬品 8,289 41.8

　その他 22,560 97.5

その他事業 703 105.4

合計 271,076 95.8

(注) １　金額は、販売価格によっております。

２　主な相手先別の販売実績の総販売実績に対する割合が10％以上に該当するものはありません。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

平成22年３月期の日本経済は、更なる景気後退が懸念され、個人消費に関しましても先行きの不透明感か

ら引き続き低迷するものと予想されます。一方、当社グループを取り巻く環境は、医療費抑制策の進展など

により医療用医薬品の市場規模の拡大幅は縮小するものの、生活習慣病に対する関心の高まりなどからな

だらかに伸長していくものとみています。

平成22年３月期は、中期経営計画『Ｃhallenge―Ｖ』最終年度を迎えるとともに、ホールディングス体制

のスタートにあたり、以下のとおり４つの主要課題を掲げ取り組みます。

①中期経営計画『Ｃhallenge―Ｖ』最終年度施策の完遂

過去２期の検証と見直しにより、最終年度の施策を明確化して徹底し完遂をはかります。

②収益力強化により地域を牽引する存在力の確立

営業の基本・原点に立ち返り、顧客との関係強化、当社独自ツールの最大活用により顧客からの信頼

感、顧客満足度の向上に取り組みます。顧客内シェアＮｏ.１を獲得することにより地域における絶対的

シェアを確立し、市場での主体性を堅固なものとします。

③変化対応力の強化とスピード化

進行する医療費抑制策や流通改善への情報収集力と対応力の強化とスピード化をはかります。顧客の

変化を的確に捉え、顧客に応じた細やかな対応力を強化します。

④団結を重視し個を尊重した企業文化の醸成

基本に立ち返り、社内の連携を深め団結を強くし、顧客、地域との結びつきを強めます。

　

　

４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

尚、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末(平成21年３月31日)現在において判断したもの

であります。

　

(1) 医療保険制度改革について

政府は、医療保険財政の悪化に伴い、安心・信頼の医療の確保と予防の重視、医療費適正化の総合的な

推進、超高齢社会を展望した新たな医療保険制度体系の実現など、医療費抑制に向けた医療保険制度改革

に取り組んでおります。その内容によっては、事業環境の変化へスピーディーに対応する必要がありま

す。

(2) 特有の法的規制等に係るもの

当社グループは、医薬品卸売業として医薬品及びその関連商品を医療機関、薬局等に販売しておりま

す。また、医薬品小売業として医薬品及び関連商品を一般消費者に販売しております。そのため、主に薬事

法の規定により各事業所が所管の都道府県の知事から必要な許可、登録、指定及び免許を受け、あるいは

監督官公庁に届出の後、販売活動を行っております。従いまして、法令に抵触した場合、資格停止等の行政

処分が下り当社グループの活動が制限される可能性があります。

(3) 薬価基準について

当社グループの主要な取扱商品である医療用医薬品は薬価基準に収載されております。薬価基準は保

険医療で使用できる医薬品の範囲と使用した医薬品の請求価格を定めたものです。従いまして、薬価基準

は販売価格の上限として機能しております。
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(4) 得意先の仕入体制の変化に関するリスク

複数の医療機関による医薬品の共同購入や小売店のグループ化による購入窓口の首都圏への集約な

ど、当社グループの得意先の一部にはコスト削減や事業効率化などを目的とした仕入方法を変更する動

きがあります。

(5) 納入価格に関するリスク

当社グループは販売において常に適正価格での納入を維持する努力をしておりますが、競合他社の地

域戦略などを要因とした過度の価格競争が発生する可能性があります。

(6) 重要な訴訟事件

宮城県内における医療用医薬品販売に関し、独占禁止法の第３条(不当な取引制限の禁止)の規定に違

反する行為があったとして、平成13年12月３日、当社は、他の医薬品卸売業者と共に公正取引委員会から

排除勧告を受け、平成15年２月10日に課徴金納付命令を受けました。しかし、当社はこの納付命令を不服

として、審判手続の開始を請求し、平成15年４月16日に審判手続が開始されましたが、平成19年12月４日

に審決が出され196百万円の課徴金納付命令を受けました。当社はこの審決に対しまして、その取り消し

を求めて平成19年12月27日に東京高等裁判所に訴状を提出し、平成20年６月より裁判が開始され、現在に

至っております。

なお、当該課徴金につきましては、平成15年３月期に特別損失として計上し、独占禁止法の第７条の２

第１項及び同法第48条の２第１項（平成17年改正前の旧法）に基づき、平成20年２月４日に納付した上

で、公正取引委員会との裁判を開始しております。

この事案に関連し、上記課徴金納付命令を受けた10社に対しまして、宮城県、仙台市及び古川市（現大

崎市）から、総額215百万円の損害賠償訴訟の提起を受けておりましたが、仙台市については平成21年１

月26日に、宮城県については平成21年６月１日に和解により終結し、古川市（現大崎市）については現在

も係争中であります。なお、古川市（現大崎市）からの損害賠償請求金額のうち、当社に対する請求額26

百万円（遅延損害金含む）については、平成18年３月期の特別損失に計上しております。

(7) 貸倒引当金によるリスク

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を貸倒引当金に計

上しております。そのため、今後の得意先の財務状態の悪化等により、回収可能性が見込まれない場合は

追加引当が必要となります。

(8) 投資有価証券所有によるリスク

当社グループは取引関係維持等のために取引メーカーの株式等を所有しております。時価のある株式

については、個別銘柄毎に当連結会計年度末の市場価格と取得原価とを比較し、下落率が50％以上の銘柄

については全て減損処理を行い、過去２年間にわたり下落率が30％以上50％未満の範囲で推移した銘柄、

または、下落率が30％以上50％未満で株式の発行会社が債務超過の状態である銘柄については、回復可能

性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。
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(9) 減損会計によるリスク

固定資産の減損会計は、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として

当期の損失とすることとされています。このため、当社グループの事業用資産が減損会計適用の検討対象

となり、市場環境の悪化等の要因により当社の事業所において営業活動から生ずる損益またはキャッ

シュ・フローが継続してマイナスになった場合や、保有する固定資産の市場価格が著しく下落した場合

など、固定資産の減損会計の適用により特別損失の計上が必要となります。

　

なお、上記の記載事項は、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項を記載

しております。当社グループの事業等に関するリスクを全て網羅するものではないことにご留意下さい。

　

　

５ 【経営上の重要な契約等】

当社は、平成21年１月30日開催の臨時株主総会において、当社と㈱ケーエスケーが共同して株式移転によ

り完全親会社「㈱バイタルケーエスケー・ホールディングス」を設立することが承認可決され、平成21年

４月１日付で同社が設立され、当社は同社の完全子会社となりました。

なお、詳細につきましては「第５　経理の状況　１連結財務諸表等」の重要な後発事象に記載のとおりで

あります。

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。

　

　

７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財政状態、経

営成績及びキャッシュ・フローの状況を表示しております。この連結財務諸表の作成に際し、連結会計年

度末における財政状態、並びに連結会計年度における経営成績の金額に影響を与える事象については見

積りを行う場合があります。見積りについては、過去の実績や状況及び様々な要因に基づき判断を行い、

合理的と考えられる方法によって見積りを行っております。将来における実際の結果は、見積り特有の不

確実性があるため、見積りと異なる場合があります。

主な事象は、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を貸倒

引当金に計上しております。投資有価証券については、回復可能性等を考慮して必要と認められた額につ

いて減損処理を行っております。貸借対照表に計上されている繰延税金資産については、将来減算一時差

異を十分に上回る将来の課税所得を見積もっているため、回収可能と判断しております。賞与引当金は、

支給見込額に基づき計上しております。退職給付費用及び退職給付債務は、前提条件となる割引率及び期

待運用収益率を国債の市場利回り等の経済状況を勘案して決定しております。
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(2) 当連結会計年度の経営成績の分析

当社グループの主力商品である医療用医薬品の売上高は、生活習慣病関連薬剤の拡大、抗がん剤など新

薬群の牽引により、わずかな伸長がありました。一方、一般用医薬品では、㈱バイタルヘルスケアが連結対

象から外れたことなどが影響し、前連結会計年度を大きく下回りました。その結果、当社グループの売上

高は前連結会計年度に対して4.2％減収の271,076百万円となりました。

売上総利益は、メーカの価格政策による影響及び一部の大病院やチェーン調剤において価格低下が進

み、売上高比率で前連結会計年度から0.9ポイント下落して8.1％となりました。なお、金額では前連結会

計年度より3,560百万円少ない22,089百万円となっております。

販売費及び一般管理費は、㈱バイタルヘルスケアが連結対象から外れたことなどが影響し前連結会計

年度に対して1,429百万円減少しました。売上高比率でも前連結会計年度より0.2ポイント下回り8.0％と

なりました。

上述のとおり、販売費及び一般管理費の減少はあったものの、売上総利益の獲得が前連結会計年度を大

幅に下回り、営業利益は426百万円（前連結会計年度は2,557百万円）となりました。

営業外収益及び営業外費用については、営業外収益では仕入先への資料提供に伴う収入の減少及び受

取配当金の減少等により、前連結会計年度より96百万円少ない1,091百万円となりました。また、営業外費

用では、複合金融商品評価損等により、前連結会計年度より62百万円多い105百万円となりました。

この結果、経常利益は前連結会計年度に対して61.8％減益の1,412百万円となりました。

特別利益及び特別損失については、主として投資有価証券売却益及び株価下落による投資有価証券評

価損が発生しております。前連結会計年度との比較では、特別利益で808百万円多い840百万円、特別損失

で489百万円多い1,139百万円が計上されております。

以上の結果、当期純利益は前連結会計年度に対して60.6％減益の515百万円となりました。

　

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループの主要な取り扱い商品である医療用医薬品は、薬価基準が販売価格の上限として機能し

ており、この薬価基準の決定には我が国の社会保障制度とその財政状況が大きく影響を与えます。

　

(4) 戦略的現状と見通し

当社グループは、第59期～第61期（平成20年３月期～平成22年３月期）３ヵ年の中期経営計画　『Ｃ

hallenge―Ｖ』を作成し、目標とする経営指標としております。

この３年間で、当社グループの収益力を高めることを最大の目的に、①シェア向上、②利益創出力強化、

③ローコスト・オペレーションの３つを基本方針として各種施策に取り組んでおります。

これまでの主な進捗状況は、営業面では、顧客基点を追求し、『Ｖ―ＳＴＥＰ』、『ＰＯＷＥＲＳ』、

『Ｍeron』をはじめとする当社独自ツールの活用などによる顧客満足度の向上や、営業携帯端末『Ｖ―

ＮＯＴＥ』の活用などによる組織営業力の強化に取り組みました。物流面では、物流機能の進化・高度化

による効果創出と拡大に向けた取り組みを本格化しました。また、中長期の物流将来ビジョンを策定し、

効率的かつ高品質な物流サービスの実現を目指して検討を行いました。その他、社内体制においては、Ｉ

Ｔを駆使した業務効率化を進めました。

平成22年３月期は『Ｃhallenge―Ｖ』最終年度を迎え、過去２期の検証と見直しにより、最終年度の施

策を明確化して徹底し完遂をはかります。
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(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの資金状況は、営業活動による資金の増加があったものの、投資有価証券の取得による支

出等の減少要因があり、前連結会計年度末に比べ1,605百万円減少し、当連結会計年度末の現金及び現金

同等物の残高は12,355百万円となりました。また、現金及び現金同等物以外に、流動資産に含まれる預入

期間が３ヶ月を超える定期預金4,277百万円及び固定資産に含まれる預入期間が１年を超える定期預金

が450百万円あります。

キャッシュ・フローの状況につきましては、「第一部　企業情報　第２　事業の状況　１業績等の概要　

(2)キャッシュ・フロー」に記載のとおりであります。

　

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について

医薬品卸売業界においては、薬価制度の根幹にかかわる「未妥結・仮納入問題」等に対する流通改善

のための緊急提言が示され、改善への取り組みを実践しております。そういった時代に求められるのは、

平時も災害時も安心・安全・確実な物流機能であります。当社の基幹システムは、月次在庫水準を抑えな

がらも安定供給に支障が出ない仕組みであり、特に年度末に品切れが少ないと得意先より高い評価を得

ております。さらに、介護事業や医療経営に関するコンサルティング事業など当社グループの各種サービ

スは徐々に新しい利用者を生み、その対象は得意先のみならず地域住民の方々にまで広がっております。

このように、地域医療と共に歩み成長するヘルスケア・ネットワーク・グループを形成し、地域社会に

とって、なくてはならない企業になるために、今まで以上に環境変化に対応する新しいサービスを常に考

えて実践してまいります。

また、当社と㈱ケーエスケー（大阪市）は、平成21年４月１日に株式移転による共同持株会社「㈱バイ

タルケーエスケー・ホールディングス」を設立し、経営統合いたしました。統合により事業基盤を拡充

し、経営の効率化、合理化をはかり、皆様の地域とともに、一層の飛躍を目指してまいります。

　

※　文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成21年３月31日）現在において判断した

ものであります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループ（当社及び連結子会社）の当連結会計年度における設備投資の総額は1,068百万円（無形

固定資産158百万円を含む）であります。

設備投資の総額のほとんどが医薬品関連事業であり、その主なものは、建物全体の老朽化が顕著となった

ため、520百万円の投資を行い平成21年３月に完了している当社の八戸支店社屋の建替工事であります。

なお、当連結会計年度において営業成績に重要な影響を及ぼすような固定資産の売却、撤去または災害に

よる滅失等はありません。
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２ 【主要な設備の状況】

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、以下のとおりであります。

(1) 提出会社
平成21年３月31日現在

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

本社(仙台市青
葉区)

医薬品関連
事業

本社機能 100 4
14
(0)
[0]

18 136 45

八乙女ビル(仙
台市泉区)

同上
本社機能及
び営業店設
備

489 13
447
(5)

14 965
100
[21]

名取物流セン
ター(宮城県名
取市)

同上

本社機能、
物流設備及
び営業店設
備

846 30
399
(46)
[2]

92 1,368
141
[118]

大町オフィス
(仙台市青葉区)

同上 本社機能 73 ―
521
(0)

― 594 33

山形物流セン
ター(山形県山
形市)

同上
物流設備及
び営業店設
備

382 2
527
(19)

6 918
68
[37]

新潟物流セン
ター(新潟市西
区)

同上 同上 498 4
1,500
(15)

6 2,010
159
[50]

新潟紫竹山ビル
(新潟市中央区)

その他事業 賃貸ビル 100 4
149
(4)

2 256 ―

青森支店(青森
県青森市)他青
森地区３営業店

医薬品関連
事業

営業店設備 962 ―
593
(17)

35 1,591
78
[35]

盛岡支店(岩手
県紫波郡)他岩
手地区７営業店

同上 同上 579 0
627
(27)
[5]

18 1,226
151
[16]

秋田支店(秋田
県秋田市)他秋
田地区５営業店

同上 同上 792 ―
834
(25)

26 1,653
139
[8]

仙台中央支店
(仙台市若林区)
他宮城地区３営
業店

同上 同上 635 0
499
(12)
[3]

22 1,156
113
[28]

米沢支店(山形
県米沢市)他山
形地区４営業店

同上 同上 232 0
286
(13)

13 532
82
[16]

郡山支店(福島
県郡山市)他福
島地区５営業店

同上 同上 597 0
681
(19)
[2]

21 1,300
142
[51]

新発田支店(新
潟県新発田市)
他新潟地区４営
業店

同上 同上 326 1
710
(18)

9 1,048
107
[14]

宇都宮支店(栃
木県宇都宮市)
他関東地区２営
業店

同上 同上 26 ―
107
(3)

6 140
57
[25]

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は工具器具及び備品であります。なお金額には消費税等は含んでおりません。

２　帳簿価額の「建物及び構築物」には、連結会社以外への貸与中の建物が名取物流センターに37百万円、盛岡支

店に0百万円含まれております。

３　土地及び建物の一部を賃借しており、年間賃借料は70百万円であります。賃借している土地の面積については

[　]で外書しております。
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４　上記の他、主要な賃借設備（リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース契約）として以下のものがあります。

設備の名称
事業の種類の
名称

リース期間
(年)

年間リース料
(百万円)

リース契約残高
(百万円)

電子計算機 医薬品関連事業 ５ 234 157

５　従業員数の[　]は、平均臨時雇用者数を外書しております。

　

(2) 国内子会社

会社名
 

事業所名
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業員
数
(人)

建物
及び構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

㈱井上
誠昌堂

本社及び高岡
支店(富山県
高岡市)

医薬品
関連事
業

本社機能及
び営業店設
備

163 7
163
(9)

7 342
63
[18]

富山支店（富
山県富山市）
他富山地区１
営業店

同上 営業店設備 129 3
184
(8)

2 319
33
[7]

金沢支店（石
川県金沢市）
他金沢地区２
営業店

同上 同上 69 1
271
(5)
[1]

0 343
30
[12]

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は工具器具及び備品であります。なお金額には消費税等は含んでおりません。

２　帳簿価額の「建物及び構築物」には、非連結子会社㈱ミツワオートへの貸与中の建物が本社及び高岡支店に 4

百万円含まれております。

３　土地及び建物の一部を賃借しており、年間賃借料は4百万円であります。賃借している土地の面積については

[　]で外書しております。

　

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

投資予定額

資金調達方法

着手及び完了予定
完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

着手 完了

提出
会社

本社及び
全営業店

医薬品関
連事業

ハードウェ
ア（PC）等

758 ― 自己資金
平成21
年10月

平成22
年３月

（注）２

(注) １　上記金額には消費税等は含まれておりません。

２　ハードウェアの老朽化対応及びサポート切れに伴うバージョンアップで、マシン性能向上による業務の効率化

をはかるものであります。

　

(2) 重要な設備の除却等

当連結会計年度末現在における重要な設備の除却等に該当する事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成21年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年６月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 39,726,88239,726,882非上場
単元株式数は100株でありま
す。

計 39,726,88239,726,882― ―

(注) １　当社は、平成21年４月１日付で㈱ケーエスケーと共同で株式移転による完全親会社㈱バイタルケーエスケー・

ホールディングスを設立したことに伴い、平成21年３月26日に東京証券取引所市場第一部への上場を

廃止しております。

２　平成21年４月６日に定款の一部変更を行い、当社株式を譲渡により取得するには、取締役会の承認を要す

る旨定款に定めております。なお、この定款変更に係る臨時株主総会は株主全員の書面による同意を条件

として、平成21年４月６日に臨時株主総会の決議があったものとしております。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年12月５日(注) △2,111 39,730 ― 3,992 ― 3,131

平成21年３月31日(注) △3 39,726 ― 3,992 ― 3,131

(注)　発行済株式総数の減少数は、会社法第178条の規定に基づく自己株式の消却によるものであります。
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(5) 【所有者別状況】

平成21年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 37 17 159 61 ― 3,2203,494 ―

所有株式数
(単元)

― 41,738 954126,53114,929 ― 212,872397,02424,482

所有株式数
の割合(％)

― 10.51 0.24 31.87 3.76 ― 53.62100.00 ―

(注)　「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ５単元及び

55株含まれております。

　

　

(6) 【大株主の状況】

平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

鈴木　彦治 仙台市青葉区 2,810 7.07

㈲鈴彦 仙台市青葉区錦町２丁目４番60号 2,182 5.49

鈴木　淳 新潟市中央区 1,255 3.16

鈴木　賢 仙台市青葉区 1,174 2.96

村井　研一郎 岩手県盛岡市 1,132 2.85

鈴木　定子 新潟市中央区 1,081 2.72

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,039 2.62

武田薬品工業㈱ 大阪市中央区道修町４丁目１番１号 1,013 2.55

バイタルネット従業員持株会
仙台市青葉区大手町１番１号 
㈱バイタルネット内

967 2.44

日本マスタートラスト信託銀行
㈱（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 922 2.32

計 ― 13,578 34.18
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 39,702,400
　

397,024 ―

単元未満株式 普通株式 24,482
　

― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 39,726,882 ― ―

総株主の議決権 ― 397,024 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」の欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式が500株 (議決権５個)含まれておりま

す。

２　「単元未満株式」の株式数の欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式が55株含まれております。

　

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社バイタルネット(E02754)

有価証券報告書

 23/105



２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 9,967 5,429,904

当期間における取得自己株式 ― ―

　

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った取得
自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 2,114,6551,591,468,121 ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(　―　) ― ― ― ―

保有自己株式数 ― ― ― ―
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３ 【配当政策】

当社は、従来より引続き株主資本利益率や配当性向を重視するとともに、利益の状況を勘案しつつ、株主

への年２回の安定的継続的利益還元を経営の重要課題として取り組んでおります。なお、配当の決定機関

は、中間配当については取締役会、期末配当については株主総会であります。

当事業年度の利益配当金は、株主への安定的継続的利益還元を重視し、将来の事業環境等諸般の状況を総

合的に勘案のうえ、１株当たり６円を実施することに決定しましたので中間配当の６円とあわせて12円と

なりました。その結果、当事業年度は配当性向138.8％、株主資本配当率1.4％となります。また、発行済株式

数の減少を通じた株主利益の増大を図るため、自己株式の消却を行っております。

今後の内部留保資金につきましては、企業体質を強化し、将来の成長性と収益力向上を図るため、より効

率的な投資に充当してまいります。

なお、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めております。

当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

　

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成20年11月５日
取締役会決議

238 6.00

平成21年６月26日
定時株主総会決議

238 6.00

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高(円) 890 823 899 845 746

最低(円) 641 707 610 530 342

(注) １　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

２　当社は、平成21年４月１日付で㈱ケーエスケーと共同で株式移転による完全親会社㈱バイタルケーエスケー・

ホールディングスを設立したことに伴い、平成21年３月26日に東京証券取引所市場第一部への上場を 

廃止しております。このため、平成21年３月26日以降の株価については該当事項はありません。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高(円) 696 495 715 715 557 625

最低(円) 342 418 427 523 495 498

(注) １　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

２　当社は、平成21年４月１日付で㈱ケーエスケーと共同で株式移転による完全親会社㈱バイタルケーエスケー・

ホールディングスを設立したことに伴い、平成21年３月26日に東京証券取引所市場第一部への上場を 

廃止しております。このため、平成21年３月26日以降の株価については該当事項はありません。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役

会長

ＣＳＲ

（企業の社会

的責任）担当

鈴　木　　　淳 昭和22年１月12日生

昭和44年４月 ㈱鈴木商店入社

（注）３ 1,255

昭和53年５月 ㈱ニチエー取締役

昭和57年５月 同社常務取締役

平成２年６月 同社代表取締役社長

平成13年１月 当社代表取締役会長〔現任〕

平成17年６月 当社ＣＳＲ（企業の社会的責

任）担当〔現任〕

平成21年４月 ㈱バイタルケーエスケー・ホー

ルディングス取締役〔現任〕

代表取締役

兼社長

執行役員

　 鈴　木　　　賢 昭和23年６月11日生

昭和49年２月 当社入社

（注）３ 1,174

昭和55年５月 当社取締役

昭和58年４月 当社常務取締役営業部長

昭和62年10月 当社専務取締役

昭和63年６月 当社代表取締役専務

平成２年４月 当社代表取締役副社長

平成６年４月 当社代表取締役社長

平成11年６月 ㈱ほくやく取締役

平成12年６月 ㈱アステム取締役〔現任〕

平成17年６月 代表取締役兼社長執行役員〔現

任〕

平成18年９月 ㈱ほくやく・竹山ホールディン

グス取締役〔現任〕

平成21年４月 ㈱バイタルケーエスケー・ホー

ルディングス代表取締役社長

〔現任〕

平成21年６月 ㈱ケーエスケー取締役〔現任〕

取締役

副社長

社長補佐兼

渉外担当兼

ＩＲ担当

村　井　泰　介 昭和29年４月１日生

昭和51年４月 エーザイ㈱入社

（注）３ 106

昭和62年４月 当社入社

平成元年10月 当社経営企画室長

平成２年６月 当社取締役

平成６年４月 当社地区統括担当

平成６年６月 当社常務取締役

平成８年４月 当社営業本部長

平成９年４月 当社専務取締役

平成17年６月 当社営業担当兼渉外担当兼ＩＲ

担当

平成18年６月 当社取締役副社長〔現任〕

平成18年６月 当社社長補佐兼渉外担当兼ＩＲ

担当〔現任〕

平成21年４月 ㈱バイタルケーエスケー・ホー

ルディングス取締役〔現任〕

常務取締役 営業本部長 目　黒　一　也 昭和17年３月１日生

昭和40年３月 当社入社

（注）３ 10

平成８年４月 当社医薬部長

平成８年６月 当社取締役

平成10年７月 当社医薬営業事業部長

平成13年１月 当社東北医薬営業事業部長

平成14年４月 当社医薬営業事業部長

平成15年６月 当社常務取締役

平成15年７月 当社エリア営業統括部長

平成17年６月 当社執行役員営業本部長

平成18年６月 当社取締役

平成21年４月 ㈱バイタルケーエスケー・ホー

ルディングス取締役〔現任〕

平成21年６月 当社常務取締役営業本部長〔現

任〕
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役

物流本部長兼

情報システム

担当

大　石　勝　義 昭和23年10月25日生

昭和49年４月 当社入社

（注）３ 21

平成５年１月 当社仕入部長

平成10年７月 当社経営統括室長

平成12年６月 当社取締役

平成14年７月 当社経営統括室長兼新規関係会

社担当

平成15年10月 当社経営統括室長兼特命担当兼

新規関係会社担当

平成17年６月 当社執行役員物流本部長兼情報

システム担当

平成21年６月 当社取締役物流本部長兼情報シ

ステム担当〔現任〕

取締役

管理本部長兼

人事部長兼社

長室担当兼監

査室担当兼債

権管理部担当

斎　藤　光　裕 昭和28年６月20日生

昭和51年４月 当社入社

（注）３ 16

平成９年４月 当社総務部長

平成15年６月 当社取締役

平成17年６月 当社執行役員管理本部長兼人事

部長

平成20年７月 当社執行役員管理本部長兼人事

部長兼社長室担当兼監査室担当

兼債権管理部担当〔現任〕

平成21年６月 当社取締役〔現任〕

取締役

営業副本部長

兼エリア推進

部長兼エリア

推進室長

阿　部　　　修 昭和27年６月16日生

昭和50年４月 当社入社

（注）３ 11

平成４年４月 当社南仙台支店支店長

平成９年７月 当社人事部長

平成15年６月 当社取締役

平成17年６月 当社執行役員営業本部エリア営

業部長

平成19年７月 当社執行役員営業副本部長兼エ

リア推進部長兼エリア推進室長

平成21年６月 当社取締役営業副本部長兼エリ

ア推進部長兼エリア推進室長

〔現任〕

取締役
広域営業推進

部長
八　巻　春　男 昭和31年２月８日生

昭和56年４月 当社入社

（注）３ 9

平成５年４月 当社秋田支店支店長

平成６年４月 当社仙台病院支店支店長

平成９年４月 当社岩手地区統括部長

平成14年10月 当社病院営業部長

平成15年７月 当社病院営業統括部医薬部長

平成17年７月 当社執行役員営業本部病院営業

部長

平成20年７月 当社執行役員広域営業推進部長

平成21年６月 当社取締役広域営業推進部長

〔現任〕

取締役 　 亀　井　文　行 昭和37年２月18日生

平成４年４月 カメイ㈱入社

（注）３ 0

平成８年６月 同社取締役エネルギー本部長補

佐

平成10年４月 同社常務取締役エネルギー本部

長

平成13年６月 同社代表取締役専務エネルギー

本部長

平成14年４月 同社代表取締役副社長

平成15年６月 同社代表取締役社長〔現任〕

平成20年６月 当社取締役〔現任〕

取締役 　 深　田　一　夫 昭和22年１月19日生

昭和40年３月 大協薬剤㈱入社

（注）３ ―

平成５年４月 ㈱シンエー人事部長

平成８年６月 同社取締役

平成11年10月 ㈱ケーエスケー取締役社長室長

兼関連事業部長

平成14年１月 同社代表取締役社長〔現任〕

平成21年４月 ㈱バイタルケーエスケー・ホー

ルディングス代表取締役会長

〔現任〕

平成21年６月 当社取締役〔現任〕
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

常勤監査役 　 茂　渡　　　弘 昭和13年６月１日生

昭和36年４月 武田薬品工業㈱入社

（注）４ 12

平成５年７月 同社医薬営業本部仕入品部長

平成８年５月 当社入社　社長付部長

平成８年６月 当社取締役

平成９年４月 当社常務取締役営業副本部長

平成14年４月 当社管理本部長

平成14年６月 当社専務取締役

平成14年６月 鈴彦総業㈱〔現㈱バイタルエー

ジェンシー〕代表取締役社長

平成14年７月 当社管理本部長兼関係会社担当

兼渉外担当

平成16年６月 当社管理本部長兼関係会社担当

兼渉外担当兼監査室長

平成17年６月 当社常勤監査役〔現任〕

平成21年４月 ㈱バイタルケーエスケー・ホー

ルディングス常勤監査役〔現

任〕

常勤監査役 　 小　村　隆　司 昭和20年５月４日生

昭和43年12月 三栄薬品㈱入社

（注）４ 216

昭和44年11月 同社取締役

平成元年10月 同社営業本部長

平成２年11月 同社常務取締役

平成13年１月 当社常務取締役

平成13年１月 当社営業副本部長

平成13年４月 当社営業副本部長兼公正取引推

進担当

平成14年７月 当社営業副本部長兼公正取引推

進担当兼新潟営業部担当

平成17年６月 当社執行役員営業本部新潟地区

営業担当兼公正取引推進担当兼

新潟支社長

平成18年６月 当社常勤監査役〔現任〕

監査役 　 丸　森　仲　吾 昭和７年12月23日生

昭和60年６月 ㈱七十七銀行取締役

（注）４ ―

平成４年３月 同行専務取締役

平成８年６月 同行代表取締役副頭取

平成８年６月 当社監査役〔現任〕

平成13年６月 ㈱七十七銀行代表取締役頭取

平成17年６月 同行代表取締役会長

平成20年６月 同行相談役〔現任〕

監査役 　 服　部　耕　三 昭和26年７月８日生

昭和56年４月 仙台弁護士会入会

（注）４ ―昭和59年３月 勅使河原協同法律事務所入所

平成16年６月 当社監査役〔現任〕

計 2,834

　　
(注) １　取締役亀井文行及び深田一夫は、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」であります。

２　監査役丸森仲吾及び服部耕三は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。

３　取締役の任期は、平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

４　監査役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

５　当社は、意思決定機能及び経営監督機能と業務執行機能を分離し、取締役会の活性化及び意思決定のスピード
アップと権限・機能の明確化を図り、環境変化に対応し、機動的な業務執行体制を構築することを目的とし
て、執行役員制度を導入しております。

６　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１

名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

７　所有株式数については、平成21年３月31日現在の株式数を記載しております。

　

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

伊　藤　紘　德 昭和19年11月16日生

昭和38年４月 仙台国税局入局

（注） ―

平成14年７月 塩釜税務署長

平成15年７月 同退職

平成15年８月 税理士事務所開設

平成18年８月 当社顧問〔現任〕

(注)　補欠監査役の任期は、就任した時から退任した社外監査役の任期の満了の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

※　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社はコーポレート・ガバナンスの強化をステークホルダーとの信頼関係の基本と考え、取締役会

の改革や監査機能の充実などの実行を通して経営の透明性・健全性の確保、意思決定の迅速化に努め

ております。

　

①会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

　　　イ．　会社の機関の基本説明

・当社は会社法上の監査役制度を採用しております。

・取締役会は、提出日現在６名の取締役で構成され、うち１名は社外取締役です。

・監査役会は、提出日現在４名の監査役で構成され、うち２名が社外監査役です。

・監査室で内部監査を実施する担当者は、平成21年３月31日現在５名で構成されており、独立性

を確保するため他部門から独立して社長に直属しております。

・ＣＳＲ（企業の社会的責任）を担当する取締役を委員長として、コンプライアンス・リスク

管理委員会を設置しております。

・執行役員制度を導入し、役員会を毎月１回開催しております。

　

　　　ロ．　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

・定例取締役会は毎月１回開催しております。それに加えて随時臨時取締役会を開催すること

で、迅速な意思決定を図っております。

・監査役会を年間５回程度開催しております。

・執行役員制度を導入し、「経営の重要事項の意思決定機能及び経営監督機能」を取締役が

「業務執行機能」を執行役員が担う体制としております。

・法令等の遵守を経営上の最重要課題と位置づけ、「コンプライアンス綱領」を制定し、全社に

周知いたしております。

・複数の弁護士・弁護士事務所と顧問契約を結び、法律に関する適宜・適切なアドバイスを受

けてコンプライアンスの充実に努めております。

・社内研修を通して、独占禁止法や個人情報保護法などに関する社員の法律知識の向上に努め

ております。

・平成18年５月12日開催の取締役会において「内部統制システムの基本方針」を決議いたしま

した。また、平成18年12月20日開催の取締役会において、会社法及び金融商品取引法が求める

内部統制への取り組みを推進するため「内部統制プロジェクト」を発足させております。

・監査室内に内部統制担当を設置し、内部統制に関する社内監査を実施しております。

　

　　　ハ．　内部監査及び監査役監査の状況

・監査役は社内の重要会議に出席しております。

・監査役と内部監査部門（監査室）との会合を月１回開催しております。

・内部監査部門（監査室）による内部監査を定期的に部門、支店及び子会社に対して実施して

おります。
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・監査役は定期的に会計監査人の監査の概要及び結果について、会計監査人から報告及び説明

を受けております。

　

　　　ニ．　会計監査の状況

ａ．業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名

橋本　俊光（監査法人トーマツ）

髙原　　透（監査法人トーマツ）

ｂ．監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　７名

会計士補等　３名

　

　　　ホ．　社外取締役および社外監査役との関係

当社の社外取締役は、１名が本社を当社と同じ仙台市とする総合商社の代表取締役社長であり、

１名が平成21年４月１日付で㈱ケーエスケーと共同で株式移転により設立した完全親会社㈱バイ

タルケーエスケー・ホールディングスの代表取締役会長であります。なお、㈱バイタルケーエス

ケー・ホールディングスの代表取締役会長は㈱ケーエスケーの代表取締役社長でもあります。

当社の社外監査役は、１名が当社の主要な取引銀行の前代表取締役会長であり、１名が当社と法

律顧問契約を結んでいる法律事務所の弁護士であります。なお、社外取締役及び社外監査役との人

的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係について、特別な利害関係はありません。また、

社外取締役は会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく

賠償の限度額は法令が規定する最低責任限度額であります。

　

②リスク管理体制の整備の状況

・経営上のリスク発生の防止並びに経営上のリスクが発生した場合に直ちに適切な対応を行うことが

できる体制を確立するために「リスク管理規程」を制定し、コンプライアンス・リスク管理委員会

を設置しております。

・自然災害等に関するリスクについては、自然災害等が発生した場合において、迅速・正確かつ積極的

な対応を行うため、「緊急時対応マニュアル」を作成しております。

　

③役員報酬の内容

当事業年度に取締役及び監査役への支払が確定した報酬の内容は次のとおりであります。

　

区分

社内取締役 社外取締役 社内監査役 社外監査役 計

支給人員

（名）

支給額

（百万円）

支給人員

（名）

支給額

（百万円）

支給人員

（名）

支給額

（百万円）

支給人員

（名）

支給額

（百万円）

支給人員

（名）

支給額

（百万円）

定款又は

株主総会

決議に基

づく報酬

５ 129 ３ ６ ２ 28 ２ ４ 12 168

　なお、取締役及び監査役の金銭による報酬額は、取締役については年額300百万円以内（うち社外取締役

30百万円以内）、監査役については年額60百万円以内とすることを株主総会において承認されておりま

す。
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④社外取締役との責任限定契約

　当社は、社外取締役と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づ

く賠償の限度額は法令が規定する最低責任限度額であります。

　

⑤取締役の定数

当社の取締役は15名以内とする旨定款に定めております。

　

⑥自己株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができ

る旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とする

ため、市場取引等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。ただし、当社は、平成21

年４月１日を効力発生日として、㈱ケーエスケーと共同して株式移転設立完全親会社㈱バイタルケーエス

ケー・ホールディングスを設立し、その完全子会社となったため、上記定款規定を廃止しております。な

お、定款一部変更に係る臨時株主総会は株主全員の書面による同意を条件として、平成21年４月６日に臨

時株主総会の決議があったものとみなしております。

　

⑦中間配当

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、取締役の決議により、毎年９月30日の株主名簿に記載又

は記録されている株主若しくは登録株式質権者に対して会社法第454条第５項に定める中間配当をするこ

とができる旨定款に定めております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 ― ― 42 3

連結子会社 ― ― ― ―

計 ― ― 42 3

　

② 【その他重要な報酬の内容】

　 該当事項はありません。

　

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

  当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容としましては、公認会計

士法第２条１項の業務以外の業務（非監査業務）である財務報告に係る内部統制に関する指導・

助言業務であります。

　

　

④ 【監査報酬の決定方針】

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、会計監査人の監査計画の内

容、非監査業務の委託状況等も勘案のうえ、会計監査人に対する監査報酬の額、監査担当者その他監

査契約の内容が適切であるかについて、契約毎に検証し、監査役会は会計監査人の報酬等の額につ

いて、同意の当否を判断し、決定することとしております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　　前連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づい

て作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　　前事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成してお

ります。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項に基づき、前連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３

月31日まで)及び当連結会計年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで) の連結財務諸表並びに前

事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)及び当事業年度(平成20年４月１日から平成21年

３月31日まで)の財務諸表について、監査法人トーマツによる監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 18,358

※2
 16,632

受取手形及び売掛金 65,183 62,316

有価証券 100 4

たな卸資産 13,004 ※1
 12,937

繰延税金資産 558 429

未収入金 5,732 5,025

その他 187 469

貸倒引当金 △141 △157

流動資産合計 102,984 97,658

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 23,198 23,551

減価償却累計額 △14,639 △15,120

建物及び構築物（純額） ※2
 8,558

※2
 8,431

機械装置及び運搬具 875 878

減価償却累計額 △757 △752

機械装置及び運搬具（純額） 117 126

土地 ※2
 11,116

※2
 10,786

その他 1,612 1,744

減価償却累計額 △1,349 △1,411

その他（純額） 263 333

有形固定資産合計 20,055 19,677

無形固定資産

その他 918 734

無形固定資産合計 918 734

投資その他の資産

投資有価証券 ※2, ※3
 6,460

※2, ※3
 6,466

長期貸付金 419 261

繰延税金資産 362 1,128

その他 4,690 4,459

貸倒引当金 △1,048 △1,084

投資その他の資産合計 10,885 11,231

固定資産合計 31,859 31,643

資産合計 134,844 129,301
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2
 91,792

※2
 88,686

短期借入金 ※2
 1,023

※2
 1,023

未払法人税等 810 140

返品調整引当金 99 75

賞与引当金 632 629

その他 1,935 1,100

流動負債合計 96,295 91,655

固定負債

退職給付引当金 1,327 1,324

役員退職慰労引当金 348 349

その他 ※2
 367

※2
 242

固定負債合計 2,043 1,916

負債合計 98,338 93,572

純資産の部

株主資本

資本金 3,992 3,992

資本剰余金 3,128 3,128

利益剰余金 30,502 28,949

自己株式 △1,586 －

株主資本合計 36,037 36,070

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 286 △550

評価・換算差額等合計 286 △550

少数株主持分 181 209

純資産合計 36,505 35,729

負債純資産合計 134,844 129,301
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

売上高 282,817 271,076

売上原価 257,173 249,001

売上総利益 25,644 22,075

返品調整引当金戻入額 106 90

返品調整引当金繰入額 99 75

差引売上総利益 25,650 22,089

販売費及び一般管理費 ※1
 23,093

※1
 21,663

営業利益 2,557 426

営業外収益

受取利息 91 99

受取配当金 135 118

不動産賃貸料 84 86

受取事務手数料 756 676

その他 119 110

営業外収益合計 1,187 1,091

営業外費用

支払利息 30 13

複合金融商品評価損 － 85

その他 11 6

営業外費用合計 42 105

経常利益 3,702 1,412

特別利益

固定資産売却益 ※2
 21

※2
 29

投資有価証券売却益 10 576

企業結合における交換利益 － 121

その他 － ※5
 112

特別利益合計 32 840

特別損失

固定資産売却損 ※3
 12

※3
 98

固定資産除却損 ※4
 81

※4
 28

減損損失 ※7
 428

※7
 213

投資有価証券評価損 － 762

固定資産処分損 77 －

その他 ※6
 50

※6
 36

特別損失合計 650 1,139

税金等調整前当期純利益 3,084 1,113

法人税、住民税及び事業税 1,326 771

法人税等調整額 429 △200

法人税等合計 1,756 570

少数株主利益 18 27

当期純利益 1,309 515
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 3,992 3,992

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,992 3,992

資本剰余金

前期末残高 3,128 3,128

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,128 3,128

利益剰余金

前期末残高 29,670 30,502

当期変動額

剰余金の配当 △476 △476

当期純利益 1,309 515

自己株式の消却 － △1,591

当期変動額合計 832 △1,552

当期末残高 30,502 28,949

自己株式

前期末残高 △1,585 △1,586

当期変動額

自己株式の取得 △0 △5

自己株式の消却 － 1,591

当期変動額合計 △0 1,586

当期末残高 △1,586 －

株主資本合計

前期末残高 35,205 36,037

当期変動額

剰余金の配当 △476 △476

当期純利益 1,309 515

自己株式の取得 △0 △5

当期変動額合計 831 33

当期末残高 36,037 36,070
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 1,231 286

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△944 △837

当期変動額合計 △944 △837

当期末残高 286 △550

評価・換算差額等合計

前期末残高 1,231 286

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△944 △837

当期変動額合計 △944 △837

当期末残高 286 △550

少数株主持分

前期末残高 205 181

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △23 27

当期変動額合計 △23 27

当期末残高 181 209

純資産合計

前期末残高 36,641 36,505

当期変動額

剰余金の配当 △476 △476

当期純利益 1,309 515

自己株式の取得 △0 △5

自己株式の消却 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △967 △810

当期変動額合計 △136 △776

当期末残高 36,505 35,729
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 3,084 1,113

減価償却費 992 1,019

減損損失 428 213

貸倒引当金の増減額（△は減少） 95 56

賞与引当金の増減額（△は減少） 17 5

退職給付引当金の増減額（△は減少） △294 △165

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 7 1

受取利息及び受取配当金 △226 △218

受取賃貸料 △84 △86

受取事務手数料 △756 △676

支払利息 30 13

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 13 185

有形固定資産除売却損益（△は益） 73 97

売上債権の増減額（△は増加） △264 △191

たな卸資産の増減額（△は増加） △321 △678

未収入金の増減額（△は増加） △653 373

仕入債務の増減額（△は減少） △5,636 1,237

未払金の増減額（△は減少） － △581

その他 △216 △21

小計 △3,709 1,698

利息及び配当金の受取額 231 221

受取事務手数料の受取額 744 676

利息の支払額 △27 △14

法人税等の支払額 △1,953 △1,444

その他 △24 143

営業活動によるキャッシュ・フロー △4,739 1,280

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 5,923 120

有価証券の取得による支出 － △100

有価証券の償還による収入 400 200

有価証券の売却による収入 100 －

有形固定資産の取得による支出 △310 △911

有形固定資産の売却による収入 127 147

無形固定資産の取得による支出 △75 △156

投資有価証券の取得による支出 △1,975 △2,803

投資有価証券の売却による収入 160 1,487

貸付金の回収による収入 91 218

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る受入 ※2

 163 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の交換によ
る支出

－ △495

子会社株式の取得による支出 △7 －

その他 121 10

投資活動によるキャッシュ・フロー 4,719 △2,284
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,039 －

長期借入金の返済による支出 △20 △19

自己株式の取得による支出 － △5

社債の償還による支出 － △100

配当金の支払額 △476 △476

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,537 △602

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,557 △1,605

現金及び現金同等物の期首残高 16,518 13,961

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 13,961

※1
 12,355
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数　13社

　　主要な連結子会社名は、「第１　企業

の概況　４　関係会社の状況」に記載

しているため省略しております。

　　なお、平成19年５月に㈱井上誠昌堂

（持分法適用関連会社）の株式を追

加取得し、当連結会計年度から連結

子会社に含めております。また、平成

20年１月に㈱バイタルエクスプレ

ス、㈱バイタルエクスプレス秋田、㈱

バイタルエクスプレス山形、㈱バイ

タルエクスプレス新潟の４社（すべ

て連結子会社）が合併し、存続会社

を㈱バイタルエクスプレス（連結子

会社）としております。

(1) 連結子会社の数　12社

　　主要な連結子会社名は、「第１　企業

の概況　４　関係会社の状況」に記載

しているため省略しております。

　なお、㈱バイタルヘルスケアは㈱

リードヘルスケア（存続会社）及び

㈱ほくやくヘルスケアと合併し、持

分比率が減少したことにより、当連

結会計年度より、連結の範囲から除

外しております。

　 (2) 主要な非連結子会社の名称等

　　主要な非連結子会社

　　　㈱ミツワオート

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、いずれも小規模で

あり、合計の総資産、売上高、当期純

損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等は、いず

れも連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであります。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

　　主要な非連結子会社

　　　㈱ミツワオート

（連結の範囲から除いた理由）

　　同左

２　持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法適用の関連会社数　４社

　　主要な会社名

　　　㈱宮城登米広域介護サービス

(1) 持分法適用の関連会社数　３社

　　主要な会社名

　　　㈱宮城登米広域介護サービス

　なお、㈱シナノメディカルプランニ

ングの全株式を平成20年12月に売却

したため、持分法適用の範囲から除

外しております。

　 (2) 持分法を適用していない非連結子

会社（㈱ミツワオート他）及び関連

会社（㈱ＨＭＣ）は、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持

分法の対象から除いても連結財務諸

表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないため、持

分法の適用範囲から除外しておりま

す。

(2) 同左

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。

同左
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前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

４　会計処理基準に関する事

項

 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

　①たな卸資産

　　主として移動平均法による原価法

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

　①たな卸資産

　　主として移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）

　 　 （会計方針の変更）

　 　 　　当連結会計年度より、「棚卸資産の

評価に関する会計基準」（企業会計

基準第９号　平成18年７月５日公表

分）を適用しております。

　 　 　　これにより、当連結会計期間の営業

利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益は、それぞれ43百万円減少

しております。

　なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。

　 　②有価証券

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　決算期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

　②有価証券

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　同左

　 　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法

　　　時価のないもの

　　　　同左

　 　③デリバティブ

　　時価法

　③デリバティブ

　　同左

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

　①有形固定資産

　　主として定率法

　　 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物(建物附属設備は除く)

については、定額法を採用してお

ります。

　　　なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。

　　　建物及び構築物　15年～31年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

　①有形固定資産(リース資産を除く)

　　主として定率法

　　 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物(建物附属設備は除く)

については、定額法を採用してお

ります。

　　 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。

 　　 建物及び構築物　15年～31年

　 （会計方針の変更）

　　当社及び連結子会社は、法人税法の

改正に伴い、当連結会計年度より、平

成19年４月１日以降に取得した有形

固定資産について、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変更し

ております。これによる当連結会計

年度の損益に与える影響は軽微であ

ります。

（追加情報）

　有形固定資産の耐用年数の変更

　　当社及び連結子会社の機械装置につ

いては、法人税法の改正により法定

耐用年数の区分が見直され法定耐用

年数が変更になったことを契機とし

て資産の利用状況等を見直した結

果、当連結会計年度より耐用年数の

変更を行っております。
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前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　

（追加情報）

　　当社及び連結子会社は、法人税法の

改正に伴い、平成19年３月31日以前

に取得した資産については、改正前

の法人税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の５％に到達

した連結会計年度の翌連結会計年度

より、取得価額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間にわたり均等

償却し、減価償却費に含めて計上し

ております。

　　これによる当連結会計年度の損益に

与える影響は軽微であります。

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。

 

　 　　この結果、従来の方法に比べ、営業利

益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益がそれぞれ25百万円減少して

おります。

　　

　 　②無形固定資産

　　定額法

　　　なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法を採用し

ております。

　　　また、市場販売目的のソフトウェア

については、販売開始後３年以内

の見込販売数量に基づく償却額と

残存有効期間に基づく均等配分額

とを比較し、いずれか大きい額を

計上しております。

　②無形固定資産(リース資産を除く)

　　同左

　 ―――――――― 　③リース資産

　　所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用してお

ります。

　なお、平成20年４月１日以降に取

得したリース資産はありません。

　また、所有権移転外ファイナンス

・リース取引のうち、リース取引

開始日が平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

　 (3) 重要な引当金の計上基準

　①貸倒引当金

　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

　①貸倒引当金

　　同左

　 　②返品調整引当金

　　　販売した商品の返品に備えるため、

将来の返品に伴う損失見込額を計

上しております。

　②返品調整引当金

　　同左
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前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　

　③賞与引当金

　　　従業員の賞与支給に充てるため、支

給見込額のうち当連結会計年度に

負担すべき額を計上しておりま

す。

　③賞与引当金

　　同左

 

　

　④退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

　　　過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(10年)による定額法により

費用処理しております。

　④退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

      過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定額法に

より費用処理しております。

　

　　　数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定額法に

よりそれぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理しております。

      数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)による定額

法によりそれぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理しておりま

す。

　 　

（追加情報）

　　当社及び一部の連結子会社は、平成

21年３月に退職給付制度の改定を行

い、適格退職年金制度を確定給付企

業年金制度へ移行し、「退職給付制

度間の移行等に関する会計処理」

（企業会計基準適用指針第１号）を

適用しております。 

　これによる当連結会計年度の損益

に与える影響は軽微であります。

　 　⑤役員退職慰労引当金

　　　役員の退職慰労金の支払に備える

ため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。

　　　なお、当社は内規の改定により平成

17年６月に役員退職慰労金制度を

廃止しており、内規上の経過措置

から生じる役員退職慰労金の要支

給額のみを計上しております。

　⑤役員退職慰労引当金

　　同左

 

　 (4) 重要なリース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

――――――――

 

　 (5) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

　　消費税等の会計処理

　　　税抜方式によっております。

(4) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

　　消費税等の会計処理

　　　同左
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前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
  至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
  至　平成21年３月31日)

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　　連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法を採用してお

ります。

　同左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　　金額が僅少なものを除き、５年間で

均等償却しております。

　同左

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　　手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期日の到来する流

動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない短期的な投資から

なっております。

　同左
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【会計方針の変更】

　
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

当連結会計年度 
（自　平成20年４月１日 
　　至　平成21年３月31日）

――――――――

 

（リース取引に関する会計基準）

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、当連結会計年度より、「リース取引

に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５

年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３

月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成

６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通常の売

買取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

　これによる連結財務諸表に与える影響は軽微であり

ます。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。

　

【表示方法の変更】

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

（連結損益計算書関係）

　　前連結会計年度において、特別利益の「その他」に

含めて表示しておりました「投資有価証券売却

益」は、特別利益の総額の100分の10を超えたた

め、当連結会計年度より区分掲記しております。

　　なお、前連結会計年度の特別利益の「その他」に

含まれる「投資有価証券売却益」は2百万円であ

ります。

 

　　前連結会計年度まで区分掲記しておりました特別

損失の「投資有価証券評価損」（当連結会計年度

13百万円）は、その金額が特別損失の総額の100分

の10以下のため、特別損失の「その他」に含めて

表示しております。

 

　　前連結会計年度において、特別損失の「その他」

に含めて表示しておりました「旧事務所解体費

用」は、特別損失の総額の100分の10を超えたた

め、当連結会計年度より区分掲記しております。

　　なお、前連結会計年度の特別損失の「その他」に

含まれる「旧事務所解体費用」は24百万円であり

ます。

 

（連結損益計算書関係）

　　前連結会計年度において、特別損失の「その他」に

含めて表示しておりました「投資有価証券評価

損」は、特別損失の総額の100分の10を超えたた

め、当連結会計年度より区分掲記しております。

　　なお、前連結会計年度の特別損失の「その他」に含

まれる「投資有価証券評価損」は13百万円であり

ます。

 

　　前連結会計年度において、「旧事務所解体費用」と

して掲記されていたものは、ＥＤＩＮＥＴへのＸ

ＢＲＬ導入に伴い連結財務諸表の比較可能性を向

上するため、当連結会計年度より「固定資産処分

損」として掲記しております。

　なお、当連結会計年度の計上額11百万円は、その

金額が特別損失の総額の100分の10以下のため、特

別損失の「その他」に含めて表示しております。
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前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　前連結会計年度まで区分掲記しておりました財務

活動によるキャッシュ・フローの「自己株式の取

得による支出」(当連結会計年度△0百万円)は、金

額が僅少のため、財務活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含めて表示しております。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　前連結会計年度において、営業活動によるキャッ

シュ・フローの「投資有価証券評価損（13百万

円）」及び「その他」に含めて表示しておりまし

た「投資有価証券売却損（0百万円）」について

は、ＥＤＩＮＥＴへのＸＢＲＬ導入に伴い連結財

務諸表の比較可能性を向上するため、当連結会計

年度より「投資有価証券売却及び評価損益（△は

益）」として掲記しております。 

　なお、当連結会計年度の内訳は、「投資有価証券

評価損（762百万円）」及び「投資有価証券売却

益（576百万円）」であります。

 

　　前連結会計年度において、営業活動によるキャッ

シュ・フローの「その他の非資金費用（10百万

円）」として掲記されていたものは、ＥＤＩＮＥ

ＴへのＸＢＲＬ導入に伴い連結財務諸表の比較可

能性を向上するため、当連結会計年度より営業活

動によるキャッシュ・フローの「その他」に含め

て表示しております。

　なお、当連結会計年度の営業活動のキャッシュ・

フローの「その他」に含まれる「その他の非資金

費用」は△11百万円であります。

 

　　前連結会計年度において、営業活動によるキャッ

シュ・フローの「その他」に含めて表示しており

ました「未払金の増減額（△は減少）」は重要性

が増加したため、当連結会計年度より区分掲記し

ております。

　なお、前連結会計年度の「未払金の増減額（△は

減少）」は△463百万円であります。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

――――――――

　 　

　 　

　 　

　 　

※２　担保資産及び対応債務

　　　(担保に供している資産)

現金及び預金(定期預金) 370百万円

建物 969

土地 506

投資有価証券 1,043

計 2,889

　　　(対応債務)

支払手形及び買掛金 30,302百万円

短期借入金 400

固定負債その他(長期借入金) 56

計 30,759

※１　たな卸資産の内訳は以下のとおりであります。

商品及び製品 12,920百万円

仕掛品 4

原材料及び貯蔵品 13

計 12,937

※２　担保資産及び対応債務

　　　(担保に供している資産)

現金及び預金(定期預金) 403百万円

建物 941

土地 518

投資有価証券 743

計 2,606

　　　(対応債務)

支払手形及び買掛金 30,061百万円

短期借入金 419

固定負債その他(長期借入金) 17

計 30,498

※３　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。

投資有価証券(株式) 152百万円

※３　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。

投資有価証券(株式) 62百万円

４　保証債務

　　　　連結会社以外の会社及び連結子会社の従業員の金融

機関からの借入に対し、債務保証を行っておりま

す。

㈱宮城登米広域介護サービス

(金融機関借入金)
2百万円

㈱井上誠昌堂従業員

(金融機関借入金)
11

計 13

４　保証債務

　　　　連結子会社の従業員の金融機関からの借入に対し、

債務保証を行っております。

㈱井上誠昌堂従業員 

(金融機関借入金)
6百万円
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

荷造費・運賃配送費 4,103百万円

貸倒引当金繰入額 188

給料・賞与・手当 9,916

賞与引当金繰入額 635

役員退職慰労引当金繰入額 8

退職給付費用 925

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

荷造費・運賃配送費 3,291百万円

貸倒引当金繰入額 78

給料・賞与・手当 9,620

賞与引当金繰入額 580

役員退職慰労引当金繰入額 7

退職給付費用 1,026

※２　固定資産売却益の内容

土地 14百万円

その他 7

計 21

※２　固定資産売却益の内容

土地 24百万円

その他 5

計 29

※３　固定資産売却損の内容

土地 12百万円

その他 0

計 12

※３　固定資産売却損の内容

土地 94百万円

その他 4

計 98

※４　固定資産除却損の内容

建物及び構築物 78百万円

その他 3

計 81

※４　固定資産除却損の内容

建物及び構築物 23百万円

その他 5

計 28

―――――――― ※５　特別利益のその他の内容

移転補償金 58百万円

損害賠償金戻入額 33

その他 20

計 112

 

※６　特別損失のその他の内容

早期特別退職金 23百万円

投資有価証券評価損 13

その他 13

計 50

 

※６　特別損失のその他の内容

固定資産処分損 11百万円

貸倒引当金繰入額 10

その他 14

計 36
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前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※７　減損損失

　　　　当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しておりま

す。

場所 用途 種類

横手支店（秋田県横手

市）等事業所８箇所

事業用資産

 

土地、建物

及びその他

仙台市宮城野区土地等

５箇所

賃貸用資産

 

土地、建物

及びその他

新潟県上越市土地等10

箇所

遊休資産

 

土地及び建

物

― ― のれん

　　　　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最

小の単位として、事業用資産については支店単位、

また、賃貸用資産及び遊休資産については各物件

を個別の資産グループとしております。

　　　　これらの資産グループのうち、営業活動から生じる

損益が継続してマイナスである事業用資産及び賃

貸用資産、近年の地価下落等により土地価格が著

しく下落している遊休資産について、当該資産の

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、また、のれん

については、実質価額が著しく低下したため、回収

可能価額を零として評価し、これらの減少額を減

損損失（428百万円）として特別損失に計上しま

した。その内訳は、建物24百万円、土地152百万円、

借地権70百万円、その他5百万円及びのれん175百

万円であります。

　　　　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、正味売却価額は、主として

不動産鑑定士による不動産鑑定評価額、重要性の

乏しい物件については路線価による相続税評価額

又は固定資産税評価額に合理的調整を行って算出

した金額を使用しております。

 

※７　減損損失

　　　　当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しておりま

す。

場所 用途 種類

当社宮古支店（岩手県

宮古市）等事業所23箇

所

事業用資産

 

土地、建物

及びその他

当社大崎市古川北町土

地等２箇所

賃貸用資産

 

土地、建物

及びその他

当社新潟県上越市土地

等７箇所

遊休資産

 

土地及び建

物

　　　　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最

小単位として、事業用資産については支店単位、ま

た、賃貸用資産及び遊休資産については各物件を

個別の資産グループとしております。

　　　　これらの資産グループのうち、営業活動から生じる

損益が継続してマイナスである事業用資産及び賃

貸用資産、近年の地価下落等により土地価格が著

しく下落している遊休資産について、当該資産の

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（213百万円）として特別損失に計上

しました。その内訳は、建物49百万円、土地136百万

円及びその他28百万円であります。

　　　　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、正味売却価額は、主として

不動産鑑定士による不動産鑑定評価額、重要性の

乏しい物件については路線価による相続税評価額

又は固定資産税評価額に合理的調整を行って算出

した金額を使用しております。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末

株式数（千株）

当連結会計年度

増加株式数（千株）

当連結会計年度

減少株式数（千株）

当連結会計年度末

株式数（千株）

発行済株式 　 　 　 　

普通株式 41,841 ― ― 41,841

合計 41,841 ― ― 41,841

自己株式 　 　 　 　

普通株式 2,103 0 ― 2,104

合計 2,103 0 ― 2,104

　(注)　普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

　

２　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

（決議）
株式の

種類

配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成19年６月27日

定時株主総会

普通

株式
238 6.00 平成19年３月31日 平成19年６月28日

平成19年11月14日

取締役会

普通

株式
238 6.00 平成19年９月30日 平成19年12月12日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
配当の原資

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 238利益剰余金 6.00平成20年３月31日 平成20年６月30日
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当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末

株式数（千株）

当連結会計年度

増加株式数（千株）

当連結会計年度

減少株式数（千株）

当連結会計年度末

株式数（千株）

発行済株式 　 　 　 　

普通株式 41,841 ― 2,114 39,726

合計 41,841 ― 2,114 39,726

自己株式 　 　 　 　

普通株式 2,104 9 2,114 ―

合計 2,104 9 2,114 ―

　(注) １　普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

  ２　普通株式の発行済株式及び普通株式の自己株式の株式数の減少は、自己株式の消却によるものであります。

　

２　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

（決議）
株式の

種類

配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成20年６月27日

定時株主総会

普通

株式
238 6.00 平成20年３月31日 平成20年６月30日

平成20年11月５日

取締役会

普通

株式
238 6.00 平成20年９月30日 平成20年12月10日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
配当の原資

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 238利益剰余金 6.00平成21年３月31日 平成21年６月29日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 18,358百万円

預入期間が３か月を超える定期預

金
△4,397

現金及び現金同等物 13,961

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 16,632百万円

預入期間が３か月を超える定期預

金
△4,277

現金及び現金同等物 12,355

※２　株式の追加取得により新たに連結子会社となった

会社の資産及び負債の主な内訳

　　　持分法適用関連会社であった㈱井上誠昌堂の株式を

追加取得し、当連結会計年度から連結子会社に含め

たことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並び

に㈱井上誠昌堂株式の取得価額と㈱井上誠昌堂取得

のための受入（純額）との関係は次のとおりであり

ます。

流動資産 6,862百万円

固定資産 2,956

のれん 396

流動負債 △9,052

固定負債 △1,143

㈱井上誠昌堂株式の取得価額 19

㈱井上誠昌堂現金及び現金同等物 △182

差引：㈱井上誠昌堂取得のための
受入

163

 

　　　　　　　　　――――――――

　 　　　　　　　――――――――

　

 

　３　合併により連結の範囲から除外した会社の資産及び

負債の主な内訳

　　　連結子会社であった㈱バイタルヘルスケアは当連結

会計年度に合併し、持分比率が減少したことにより、

連結の範囲から除外しており、連結除外時の資産及

び負債は次のとおりであります。

流動資産 4,664百万円

固定資産 381

　資産合計 5,045

流動負債 4,919

固定負債 15

　負債合計 4,934
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(リース取引関係)

＜借主側＞
　

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　　　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引について、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行ってお

ります。

　なお、平成20年４月１日以降に取得したリース資産

はありません。

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

　

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額

(百万円)

建物及び
構築物

115 67 47

機械装置及び
運搬具

204 153 51

工具、器具及
び備品

1,758 1,170 587

その他 185 87 97

合計 2,263 1,479 783

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

　

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額

(百万円)

機械装置及び
運搬具

92 76 15

工具、器具及
び備品

886 593 292

その他 178 93 84

合計 1,156 764 392

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 401百万円

１年超 396

　計 797

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 182百万円

１年超 218

　計 400

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 555百万円

減価償却費相当額 537

支払利息相当額 16

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 376百万円

減価償却費相当額 356

支払利息相当額 10

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　同左

(5) 利息相当額の算定方法

　　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

　　　同左

２　オペレーティング・リース取引

　　　未経過リース料

１年内 20百万円

１年超 29

　計 49

 

２　オペレーティング・リース取引

　　　未経過リース料

１年内 15百万円

１年超 13

　計 29
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(有価証券関係)

前連結会計年度

１　その他有価証券で時価のあるもの(平成20年３月31日)
　

　 　
取得原価
(百万円)

　
連結貸借対照表計上額

(百万円)
　

差額
(百万円)

(連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの)

　 　 　 　 　 　

①株式 　 2,619 　 3,551 　 931

②債券 　 　 　 　 　 　

　国債・地方債等 　 99 　 100 　 0

　社債 　 － 　 － 　 －

　その他 　 100 　 100 　 0
③その他 　 24 　 55 　 31

小計 　 2,844 　 3,807 　 963
(連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの)

　 　 　 　 　 　

①株式 　 1,255 　 1,008 　 △246

②債券 　 　 　 　 　 　

　国債・地方債等 　 － 　 － 　 －

　社債 　 － 　 － 　 －

　その他 　 200 　 183 　 △16
③その他 　 1,327 　 1,082 　 △245

小計 　 2,783 　 2,274 　 △508

合計 　 5,627 　 6,082 　 454

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)
　

売却額(百万円) 　 売却益の合計額(百万円)　 売却損の合計額(百万円)

260　 10　 0

　

３　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成20年３月31日)

その他有価証券

非上場株式 318百万円

非上場債券 1

その他 6

　

４　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額(平成20年３月31日)
　

　 　
１年以内
(百万円)

　
１年超５年以内
(百万円)

　
５年超10年以内
(百万円)

　
10年超
(百万円)

①債券 　 　 　 　 　 　 　 　

　国債・地方債等 　 100 　 － 　 － 　 －

　社債 　 － 　 － 　 － 　 －

　その他 　 0 　 1 　 100 　 183

②その他 　 － 　 7 　 295 　 －

合計 　 100 　 8 　 395 　 183

　

(注)　その他有価証券で時価のある株式について８百万円減損処理を行っております。

なお、減損処理にあたっては、その他有価証券のうち時価のある株式について、個別銘柄毎に当連結会計年度

末の市場価格と取得原価とを比較し、下落率が50％以上の銘柄については全て減損処理を行い、過去２年間

にわたり下落率が30％以上50％未満の範囲で推移した銘柄、または、下落率が30％以上50％未満で株式の発

行会社が債務超過の状態である銘柄については、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損

処理を行っております。
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当連結会計年度

１　その他有価証券で時価のあるもの(平成21年３月31日)
　

　 　
取得原価
(百万円)

　
連結貸借対照表計上額

(百万円)
　

差額
(百万円)

(連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの)

　 　 　 　 　 　

①株式 　 1,269 　 1,510 　 240

②債券 　 　 　 　 　 　

　国債・地方債等 　 － 　 － 　 －

　社債 　 － 　 － 　 －

　その他 　 100 　 100 　 0
③その他 　 24 　 27 　 2

小計 　 1,394 　 1,638 　 244
(連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの)

　 　 　 　 　 　

①株式 　 3,099 　 2,586 　 △513

②債券 　 　 　 　 　 　

　国債・地方債等 　 － 　 － 　 －

　社債 　 10 　 9 　 0

　その他 　 365 　 289 　 △75
③その他 　 1,534 　 962 　 △572

小計 　 5,009 　 3,847 　 △1,161

合計 　 6,403 　 5,486 　 △917

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)
　

売却額(百万円) 　 売却益の合計額(百万円)　 売却損の合計額(百万円)

1,099　 409　 0

　

３　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成21年３月31日)

その他有価証券

非上場株式 618百万円

非上場債券 1

その他 302

　

４　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額(平成21年３月31日)
　

　 　
１年以内
(百万円)

　
１年超５年以内
(百万円)

　
５年超10年以内
(百万円)

　
10年超
(百万円)

①債券 　 　 　 　 　 　 　 　

　国債・地方債等 　 － 　 － 　 － 　 －

　社債 　 － 　 9 　 － 　 －

　その他 　 － 　 － 　 100 　 150

②その他 　 4 　 134 　 274 　 73

合計 　 4 　 144 　 374 　 224

　

(注)　その他有価証券で時価のある株式について761百万円減損処理を行っております。

なお、減損処理にあたっては、その他有価証券のうち時価のある株式について、個別銘柄毎に当連結会計年度

末の市場価格と取得原価とを比較し、下落率が50％以上の銘柄については全て減損処理を行い、過去２年間

にわたり下落率が30％以上50％未満の範囲で推移した銘柄、または、下落率が30％以上50％未満で株式の発

行会社が債務超過の状態である銘柄については、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損

処理を行っております。
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項
　

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(1)　取引の内容

連結子会社１社が利用しているデリバティブ取引

は、金利キャップ取引であります。

(1)　取引の内容

当社は、複合金融商品である他社株転換社債等に

よる資金運用を行っております。

(2)　取引に対する取組方針

連結子会社１社が利用しているデリバティブ取引

は、将来の金利の変動によるリスク回避を目的とし

て利用しており、投機的な取引は行わない方針であ

ります。

(2)　取引に対する取組方針

他社株転換社債等は、リスクフリーレートの公社

債に比較して利回りが高い反面、下記(4)のリスクを

内包しております。このため以下の取り組み方針を

堅守しております。

①銘柄別の投資額を制限し、複数の銘柄に投資する

ことによりリスクを分散させております。

②運用金額全体に制限を設けております。

(3)　取引の利用目的

連結子会社１社が利用しているデリバティブ取引

は、借入金利の将来の金利市場における利率上昇に

よる変動リスクを回避する目的で利用しておりま

す。

(3)　取引の利用目的

余資運用の一環として、効果的かつ効率的な資金

運用を図るため行っております。

(4)　取引に係るリスクの内容

金利キャップ取引は、市場金利の変動によるリス

クを有しております。なお、取引の契約先は信用度の

高い国内の金融機関であるため、相手側の契約不履

行による変動リスクはほとんどないものと認識して

おります。

(4)　取引に係るリスクの内容

対象株式等の時価の下落により株式で償還される

等により元本の一部が毀損し、他社株転換社債等の

額面金額で償還されないリスクがあります。

(5)　取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の運営、管理は担当役員の指示

に基づき管理部で行っております。

(5)　取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の執行・管理については、取引

権限等を定めた社内ルールに従い、資金担当部門が

決裁担当者の承認を得て行っております。また、内容

につき定期的に決裁担当者に報告を行っておりま

す。

(6)　「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明等

「取引の時価等に関する事項」についての「契約

額等」は、金利キャップ取引契約における想定元本

額であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリス

クの大きさを示すものではありません。

(6)　「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明等

「取引の時価等に関する事項」についての「契約

額等」は、あくまでもデリバティブ取引における名

目的な契約額、または計算上の想定元本であり、当該

金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示

すものではありません。

　
２　取引の時価等に関する事項
　

区分 取引の種類

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

当連結会計年度末
(平成21年３月31日)

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引以外
の取引

金利キャップ
取引

200
(11)

―
 

 
0

 
△10

―
 

―
 

―
 

―
 

　
複合金融商品
他社株転換社
債等

―

 

―

 

―

 

―

 

150

 

150

 

65

 

△85

 

合計
200
(11)

―
 

―
0

―
△10

150
 

150
 

65
 

△85
 

(注) １ 契約額等の（　）内の金額は金利キャップ料であります。

２ 時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等によっております。

３ 他社株転換社債等の時価は測定可能ですが、組込デリバティブを合理的に区分して測定できないため、当該複

合金融商品全体を時価評価し、評価損益を各々の連結会計年度の損益に計上しております。
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(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、適格退職年金制度、退職一時金制度及び確定拠出年金制度を設けておりましたが、当社及び一

部の連結子会社は、平成21年３月に退職給付制度の改定を行い、適格退職年金制度を確定給付企業年金制度へ移行して

おります。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

なお、当社は退職一時金制度及び確定拠出年金制度に退職給付信託を設定しております。

当社及び㈱バイタルケア、㈱バイタルグリーン(以上、連結子会社)は、東北薬業厚生年金基金に加入しており、退職給

付に係る会計基準注解12（複数事業主制度の企業年金について）により、年金基金への要拠出額を退職給付費用として

処理しております。

要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次の通りであります。

（1）制度全体の積立状況に関する事項

　 （平成19年３月31日現在） （平成20年３月31日現在） 　
年金資産の額 28,569百万円 24,616百万円 　

年金財政計算上の給付債務の額 24,878百万円 26,294百万円 　

差引額 3,691百万円 △1,677百万円 　

（2）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合

38％（自平成19年３月１日　至平成19年３月31日）

37％（自平成20年３月１日　至平成20年３月31日）

　

　

２　退職給付債務に関する事項

　

　
前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

①　退職給付債務 △7,122百万円 △6,925百万円

②　年金資産 6,179 5,209

③　未積立退職給付債務(①＋②) △943 △1,716

④　未認識数理計算上の差異 1,049 2,009

⑤　未認識過去勤務債務 △278 △283

⑥　連結貸借対照表計上額純額(③＋④＋⑤) △172 9

⑦　前払年金費用 1,154 1,333

⑧　退職給付引当金(⑥－⑦) △1,327 △1,324

　
前連結会計年度
(平成20年３月31日)

　
当連結会計年度
(平成21年３月31日)

(注) 　一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に

あたり、簡便法を採用しております。

　

 

　

(注)１ 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に

あたり、簡便法を採用しております。

　　２ 当社及び一部の連結子会社の適格退職年金制

度から確定給付企業年金制度への移行に伴

う影響額は、未認識過去勤務債務が47百万

円増加しております。
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３　退職給付費用に関する事項

　

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

勤務費用 383百万円 355百万円

利息費用 130 129

期待運用収益 △75 △68

未認識数理計算上の差異の費用処理額 105 224

過去勤務債務の費用処理額 △36 △36

小計 506 605

確定拠出年金掛金支払額 55 55

東北薬業厚生年金基金への拠出額 383 379

退職給付費用 945 1,041

　

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

　
当連結会計年度
(平成21年３月31日)

(注) １　簡便法を採用している連結子会社の退職

給付費用は、「勤務費用」に計上してお

ります。

２　上記退職給付費用以外に、割増退職金　　23

百万円が確定しており、特別損失（その

他）として計上しております。

　

(注) １　簡便法を採用している連結子会社の退職

給付費用は、「勤務費用」に計上してお

ります。

２　上記退職給付費用以外に、割増退職金　　５

百万円が確定しており、特別損失（その

他）として計上しております。

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

②　割引率 2.0％ 同左

③　期待運用収益率 2.0％(なお、退職給付信託に

ついては0.0％)

同左

　 　 　

④　過去勤務債務の額の処理年数 10年(発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により、費用

処理しております。)

同左

　 　 　

⑤　数理計算上の差異の処理年数

 

10年(発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により、それ

ぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理しております。)

同左
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(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

　

(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　 　

　賞与引当金 281百万円

　貸倒引当金 592 　

　投資有価証券 112 　

　退職給付引当金 1,048 　

　役員退職慰労引当金 142 　

　税務上の繰越欠損金 367 　

　建物及び構築物等 199 　

　土地 434 　

　その他 1,007 　

繰延税金資産小計 4,186 　

評価性引当額 △1,983 　

繰延税金資産合計 2,202 　

繰延税金負債 　 　

　退職給付信託 △619 　

　その他有価証券評価差額金 △450 　

　固定資産圧縮積立金 △289 　

　その他 △182 　

繰延税金負債合計 △1,541 　

繰延税金資産(負債)の純額 660 　

 

　(注)　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下

　　　　の項目に含まれております。

流動資産―繰延税金資産 558百万円

固定資産―繰延税金資産 362 　

固定負債―繰延税金負債 △261 　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　 　

　賞与引当金 255百万円

　貸倒引当金 659 　

　投資有価証券 596 　

　退職給付引当金 931 　

　役員退職慰労引当金 143 　

　税務上の繰越欠損金 326 　

　建物及び構築物等 181 　

　土地 486 　

　その他有価証券評価差額金 427 　

　その他 483 　

繰延税金資産小計 4,491　

評価性引当額 △1,994　

繰延税金資産合計 2,496　

繰延税金負債 　 　

　退職給付信託 △563 　

　その他有価証券評価差額金 △128 　

　固定資産圧縮積立金 △279 　

　その他 △127 　

繰延税金負債合計 △1,099　

繰延税金資産(負債)の純額 1,396　

 

　(注)　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下

　　　　の項目に含まれております。

流動資産―繰延税金資産 429百万円

固定資産―繰延税金資産 1,128　

固定負債―繰延税金負債 △162 　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

 (調整) 　 　

　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

4.5　

　税効果を計上していない子会社欠損金 3.1　

　受取配当金等永久に益金に
　算入されない項目

△1.0　

　住民税均等割 2.0　

　評価性引当額の増加 7.4　

　その他 0.6　

税効果会計適用後の法人税等の負担率 57.0　

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

 (調整) 　 　

　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

6.3　

　税効果を計上していない子会社欠損金 5.7　

　受取配当金等永久に益金に
　算入されない項目

△3.8　

　住民税均等割 5.6　

　評価性引当額の減少 △3.2　

　その他 0.2　

税効果会計適用後の法人税等の負担率 51.2　
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(企業結合等関係)

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

子会社の企業結合

１　子会社を含む結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日並びに法

的形式を含む企業結合の概要

(1) 子会社を含む結合当事企業の名称及び事業の内容

合併存続会社

㈱リードヘルスケア　　一般用医薬品の卸売業

合併消滅会社

㈱バイタルヘルスケア(連結子会社)　　医薬品関連事業（内容：一般用医薬品の卸売業）

(2) 企業結合を行った主な理由

一般用医薬品の専門卸として経営資源の効率化と更なる専門性、地域性を実現し、一般生活者と得

意先へ高品質なサービスを提供することにより、国内における事業展開の存在意義を確立すること

を目的としております。

(3) 企業結合日

平成20年４月１日

(4) 法的形式を含む企業結合の概要

㈱リードヘルスケア（存続会社）及び㈱ほくやくヘルスケアとの吸収合併方式で㈱バイタルヘル

スケアは解散しております。

　

２　実施した会計処理の概要

本合併は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成19年

11月15日）に基づき、結合当事企業の株主に係る会計処理を行っております。

　

前へ
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める医薬品

関連事業の割合が、いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略して

おります。

　

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　
医薬品関連事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　

　　売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

270,373 703 271,076 ― 271,076

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

24,591 140 24,731 (24,731) ―

計 294,964 843 295,808 (24,731) 271,076

　　営業費用 294,537 933 295,470 (24,820) 270,650

　　営業利益又は
　　営業損失(△)

427 △89 337 88 426

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損
失及び資本的支出　　

　 　 　 　 　

　　資産 128,159 1,142 129,301 ― 129,301

　　減価償却費 999 20 1,019 ― 1,019

　　減損損失 211 2 213 ― 213

　　資本的支出 1,025 43 1,068 ― 1,068

(注) １　事業区分は商品等の販売及び役務提供の種類別に区分しております。

２　各事業の主な内容

(1) 医薬品関連事業…医療用医薬品、一般用医薬品、試薬・医療機器の販売

(2) その他事業…介護サービスの提供、損害保険代理業

３　会計方針の変更

(棚卸資産の評価に関する会計基準の適用)

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より、「棚卸資産の

評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分)を適用しております。

これにより、従来の方法に比較して、当連結会計年度の営業費用は、医薬品関連事業で43百万円増加し、営業

利益が同額減少しております。

(リース取引に関する会計基準の適用)

「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基

準第13号(平成５年６月17日(企業会計審議会第一部会)、平成19年３月30日改正))を適用しております。

これによる事業の種類別セグメントに与える影響は軽微であります。

４　追加情報

(有形固定資産の耐用年数の変更)

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び連結子会社の機械装置に

ついては、法人税法の改正により法定耐用年数の区分が見直され法定耐用年数が変更になったことを契機と

して資産の利用状況等を見直した結果、当連結会計年度より耐用年数の変更を行っております。 

　これによる事業の種類別セグメントに与える影響は軽微であります。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)及び当連結会計年度(自　平成20年4月１

日　至　平成21年３月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)及び当連結会計年度(自　平成20年4月１

日　至　平成21年３月31日）

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

役員及び個人主要株主等
　

属性 氏名 住所
資本金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及
びその
近親者

眞鍋雅昭 ― ―
当社取締役
㈱ほくやく
代表取締役

（被所有）
直接 0.0

― ―

㈱ほくやく
への医薬品
等の販売
(注２)

576売掛金 111

役員及
びその
近親者

吉村恭彰 ― ―
当社取締役
㈱葦の会代
表取締役

（被所有）
直接 0.0

― ―
㈱葦の会の
会費負担

13未払金 6

役員及
びその
近親者

丸森仲吾 ― ―

当社監査役
㈱七十七銀
行代表取締
役

なし ― ―

預金取引
(注２,４)

－ 預金 6,268

預金取引に
よる受取利
息　(注２)

15未収利息 5

借入の実行
(注２，５)

1,200
短期借入
金

300

借入による
支払利息
(注２)

3未払利息 0

当社関連会
社の借入に
対する当社
の保証債務
(注３)

2― －

役員及
びその
近親者

鈴木彦太 ― ―
ヤマカノ醸
造㈱代表取
締役

なし ― ―

ヤマカノ醸
造㈱製品の
購入(注２)

17買掛金 0

建物の賃貸
(注２)

3前受収益 0

役員及
びその
近親者

村井研一郎 ― ―
㈱村源代表
取締役

（被所有）
直接 2.9

― ―
㈱村源への
医薬品の販
売(注２)

372
売掛金 97

受取手形 42

(注) １　上記の金額のうち、取引金額には消費税等を含まず表示しております。

２　会社の代表者として行った取引であり、一般的な取引条件によっております。

３　㈱宮城登米広域介護サービスの㈱七十七銀行からの借入につき、当社が債務保証を行ったものであります。

４　預金取引の定期預金は期末残高に含めておりますが、取引金額の記載対象から除いております。

５　借入金には、根抵当権が設定されており、担保に供している資産は建物及び土地であります。

６　丸森仲吾は、㈱七十七銀行の平成20年６月27日開催の定時株主総会において代表取締役会長を退任しておりま

す。
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当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　　（追加情報）

当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10

月17日）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　

平成18年10月17日）を適用しております。

　なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

　

１　関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

　　連結財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)割
合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員及

びその

近親者

鈴木彦治 ― ―
当社名誉会

長

（被所有）

直接　7.1

（注２）

 

投資有価証

券の売却
15 ― ―

役員及

びその

近親者

が議決

権の過

半数を

所有し

ている

会社

ヤマカノ醸造

㈱

（注３）

宮城県

登米市
155

味噌、醤油

醸造販売

（被所有）
直接　0.0

製品の購入

及び建物の

賃貸

ヤマカノ醸

造㈱製品の

購入

26買掛金 0

建物の賃貸 3前受収益 0

（注）１　上記の金額のうち、取引金額には消費税等を含まず表示しております。

 ２　当社代表取締役兼社長執行役員鈴木　賢の父であります。

 ３　当社代表取締役兼社長執行役員鈴木　賢の近親者が、議決権の100％を直接保有しております。

 ４　取引条件及び取引条件の決定方針等　

　　(１) 製品の購入及び建物の賃貸料は、一般の取引条件と同様に決定しております。

　　(２) 投資有価証券の売却額は、市場実勢等を参考に当社が希望価格を提示し、価格交渉の上、決定しておりま

す。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 914円12銭

１株当たり当期純利益金額 32円94銭

　

１株当たり純資産額 894円09銭

１株当たり当期純利益金額 12円97銭

　
　(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当期純利益 1,309百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円

普通株式に係る当期純利益 1,309百万円

普通株式の期中平均株式数 39,737千株

　

当期純利益 515百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円

普通株式に係る当期純利益 515百万円

普通株式の期中平均株式数 39,732千株

　

３　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度末
平成20年３月31日

当連結会計年度末
平成21年３月31日

純資産の部の合計額 36,505百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 181百万円

(うち少数株主持分） (181百万円)

普通株式に係る期末の純資産額 36,324百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た期末の普通株式の数

39,736千株

　

純資産の部の合計額 35,729百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 209百万円

(うち少数株主持分） (209百万円)

普通株式に係る期末の純資産額 35,519百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た期末の普通株式の数

39,726千株
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(重要な後発事象)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

――――――――

 

(㈱ケーエスケーとの共同持株会社設立に伴う経営統合

について)

　　当社と㈱ケーエスケー（以下「ケーエスケー」とい

う。）は、㈱バイタルケーエスケー・ホールディング

ス（以下「共同持株会社」という。）を株式移転完全

親会社、当社及びケーエスケーを株式移転完全子会社

とする株式移転を行うことについて、平成20年11月20

日開催の両社の取締役会において、経営統合すること

を決議するとともに、同日付で締結した統合契約書に

基づき、平成21年４月１日に共同持株会社を設立しま

した。

 

株式移転の要旨

(1)株式移転による事業統合の目的

　　両社の経営資源の有効活用及び業務の効率化・高度

化

(2)株式移転の日程

株式移転計画作成・統合契約
締結承認取締役会

　 平成20年11月20日

当社上場廃止日 　 平成21年３月26日

共同持株会社設立登記日（効
力発生日）

　 平成21年４月１日

(3)株式移転比率

会社名 当社 ケーエスケー　

株式移転比率 １ 0.81　

(注)１　これにより、当社の株式１株に対して共同持株

会社の普通株式１株を、ケーエスケーの株式

１株に対して共同持株会社の普通株式0.81株

をそれぞれ割り当て交付いたしました。ただ

し、当社又はケーエスケーの株主に交付しな

ければならない共同持株会社の株式の数に１

株に満たない端数が生じた場合には、会社法

第234条その他関連法令の規定に従い、当該株

主に対して、１株に満たない端数部分に応じ

た金額をお支払いたします。

なお、共同持株会社の単元株式数は、100株と

しております。

２　共同持株会社が本株式移転により交付する新

株式数

普通株式61,224,796株
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前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　

(4)株式移転比率の算定根拠

　　当社及びケーエスケーは、本株式移転に用いられる株

式移転比率の算定にあたって公正性を期すため、㈱三

井住友銀行（以下「三井住友銀行」という。）を、

ケーエスケーは日興コーディアル証券㈱（以下「日

興コーディアル証券」という。）に対し、それぞれ今

回の経営統合のための株式移転比率の算定を依頼し、

株式移転比率算定書を受領しました。

　　三井住友銀行は、本株式移転の諸条件、統合する両当

事会社の企業規模等を分析したうえで、上場会社であ

る当社については市場株価平均法、類似会社比準法及

びディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法（以

下「ＤＣＦ法」という。）を用いて算定し、非上場会

社であるケーエスケーについては類似会社比準法及

びＤＣＦ法を用いて算定を行いました。

　　一方、日興コーディアル証券は両社の株式価値につき

多面的に評価を行うこととし、上場会社である当社に

ついては市場株価法、類似上場会社比較法及びＤＣＦ

法を用いて算定し、非上場会社であるケーエスケーに

ついては類似上場会社比較法及びＤＣＦ法を用いて

株式価値を評価のうえ、株式移転比率を算定しまし

た。

　　当社は三井住友銀行による株式移転比率の算定結果

を参考に、ケーエスケーは日興コーディアル証券によ

る株式移転比率の算定結果を参考に、それぞれ両社の

財務の状況、資産の状況、将来の見通し等の要因を総

合的に勘案し、両社で株式移転比率について慎重に協

議を重ねた結果、最終的に上記株式移転比率が妥当で

あるとの判断に至り合意しました。

(5)株式移転により新たに設立する会社の概要

商号
株式会社バイタルケーエスケー
・ホールディングス 　

事業内容

グループ全体の最適化を図るた
めの、企画・運営・管理及びグ
ループ全体の経営統括並びにそ
れに付帯する事業 　

本店所在地 東京都世田谷区 　

資本金 50億円 　
(6)本株式移転に伴う会計処理の概要

　　本株式移転に伴う会計処理は、企業結合会計基準にお

ける、「取得」に該当するパーチェス法を適用しま

す。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

利率
(％)

担保 償還期限

㈱井上誠昌
堂

第１回無担保社債
（注）

平成15年８月29日
100
(100)

― 1.09なし 平成20年８月29日

合計 ― ―
100
(100)

― ― ― ―

(注)　前期末残高の（　）内の金額は、１年内に償還が予定されている無担保社債であります。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,004 1,004 0.99 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 19 19 1.66 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― 1 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定

のものを除く。)
37 17 1.75

平成22年４月30日～

平成24年９月30日

リース債務(１年以内に返済予定

のものを除く。)
― 3 ―

平成22年４月30日～ 

平成25年３月31日

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 1,060 1,045 ― ―

(注)　１　「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３　長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定

額は以下のとおりであります。

　
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 7 6 4 ―

リース債務 1 1 1 ―
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(2) 【その他】

(訴訟等)

　　宮城県内における医療用医薬品販売に関し、独占禁止法第３条（不当な取引制限の禁止）の規定に

違反する行為があったとして、平成13年12月３日、当社は、他の医薬品卸売業者と共に公正取引委員

会から排除勧告を受け、平成15年２月10日に課徴金納付命令を受けました。しかし、当社はこの納付

命令を不服として、審判手続の開始を請求し、平成15年４月16日に審判手続が開始されましたが、平

成19年12月４日に審決が出され196百万円の課徴金納付命令を受けました。当社はこの審決に対しま

して、その取り消しを求めて平成19年12月27日に東京高等裁判所に訴状を提出し、平成20年６月より

裁判が開始され、現在に至っております。

　　なお、当該課徴金納付命令金額196百万円については、平成15年３月期に特別損失に計上し、独占禁止

法の第７条の２第１項及び同法第48条の２第１項（平成17年改正前の旧法）に基づき、平成20年２

月４日に納付した上で、公正取引委員会との裁判を開始しております。

この事案に関連し、上記課徴金納付命令を受けた10社に対しまして、宮城県、仙台市及び古川市

（現大崎市）から、総額215百万円の損害賠償訴訟の提訴を受けておりましたが、仙台市については

平成21年１月26日に、宮城県については平成21年６月１日に和解により終結し、古川市（現大崎市）

については現在も係争中であります。なお、古川市（現大崎市）からの損害賠償請求金額のうち、当

社に対する請求額26百万円（遅延損害金含む。）については、平成18年３月期の特別損失に計上して

おります。

　　

(当連結会計年度における四半期情報)

　 　

第１四半期
(自　平成20年４
月１日

至　平成20年６月
30日)

第２四半期
(自　平成20年７
月１日

至　平成20年９月
30日)

第３四半期
(自　平成20年10
月１日

至　平成20年12月
31日)

第４四半期
(自　平成21年１
月１日

至　平成21年３月
31日)

売上高 （百万円） 68,664 66,671 72,423 63,317

税金等調整前四半期
純利益金額又は税金
等調整前四半期純損
失金額（△）

（百万円） 922 215 489 △514

四半期純利益金額又
は四半期純損失金額
（△）

（百万円） 533 100 188 △306

１株当たり四半期純
利益金額又は１株当
たり四半期純損失金
額（△）

（円） 13.44 2.52 4.73 △7.72
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 14,947

※2
 14,158

受取手形 671 519

売掛金 ※3
 63,432

※3
 62,975

有価証券 100 4

たな卸資産 10,456 ※1
 11,100

前払費用 98 97

繰延税金資産 491 376

未収入金 5,024 4,687

その他 83 227

貸倒引当金 △95 △130

流動資産合計 95,211 94,017

固定資産

有形固定資産

建物 18,956 19,446

減価償却累計額 △11,560 △12,047

建物（純額） ※2
 7,396

※2
 7,399

構築物 1,969 2,033

減価償却累計額 △1,608 △1,669

構築物（純額） 360 363

機械及び装置 513 504

減価償却累計額 △452 △458

機械及び装置（純額） 60 46

車両運搬具 39 48

減価償却累計額 △38 △30

車両運搬具（純額） 1 18

工具、器具及び備品 1,325 1,467

減価償却累計額 △1,101 △1,171

工具、器具及び備品（純額） 224 296

土地 ※2
 9,712

※2
 9,588

有形固定資産合計 17,754 17,712

無形固定資産

ソフトウエア 527 413

電話加入権 8 8

その他 33 45

無形固定資産合計 569 467
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 5,666

※2
 5,952

関係会社株式 1,916 1,360

出資金 51 50

長期貸付金 371 203

従業員に対する長期貸付金 14 9

関係会社長期貸付金 970 1,150

破産更生債権等 752 470

長期前払費用 1,161 1,337

差入保証金 855 608

繰延税金資産 246 1,009

その他 783 1,272

貸倒引当金 △1,332 △1,459

投資その他の資産合計 11,458 11,966

固定資産合計 29,783 30,146

資産合計 124,995 124,164

負債の部

流動負債

支払手形 51 110

買掛金 ※2
 84,329

※2
 85,567

短期借入金 ※2
 900

※2
 900

未払金 976 788

未払法人税等 750 71

未払消費税等 77 15

未払費用 26 19

預り金 43 65

前受収益 3 3

返品調整引当金 78 63

賞与引当金 436 454

設備関係支払手形 264 －

その他 － 1

流動負債合計 87,937 88,060

固定負債

退職給付引当金 684 714

役員退職慰労引当金 194 194

その他 18 23

固定負債合計 898 932

負債合計 88,835 88,992
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,992 3,992

資本剰余金

資本準備金 3,131 3,131

資本剰余金合計 3,131 3,131

利益剰余金

利益準備金 477 477

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 426 412

別途積立金 27,760 28,860

繰越利益剰余金 1,593 △1,217

利益剰余金合計 30,257 28,532

自己株式 △1,586 －

株主資本合計 35,795 35,656

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 363 △484

評価・換算差額等合計 363 △484

純資産合計 36,159 35,171

負債純資産合計 124,995 124,164
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

売上高 256,160 258,778

売上原価

商品期首たな卸高 9,893 10,456

当期商品仕入高 236,128 241,310

合計 246,022 251,766

商品期末たな卸高 10,456 11,100

商品売上原価 235,565 240,666

売上総利益 20,594 18,111

返品調整引当金戻入額 83 78

返品調整引当金繰入額 78 63

差引売上総利益 20,599 18,126

販売費及び一般管理費 ※1
 18,097

※1
 17,852

営業利益 2,502 274

営業外収益

受取利息 86 98

受取配当金 122 105

不動産賃貸料 137 138

受取事務手数料 674 608

その他 87 86

営業外収益合計 1,108 1,038

営業外費用

支払利息 10 10

複合金融商品評価損 － 85

その他 6 5

営業外費用合計 16 101

経常利益 3,594 1,211
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 ※2
 1

※2
 23

投資有価証券売却益 4 409

関係会社株式売却益 － 223

その他 － ※5
 80

特別利益合計 6 736

特別損失

固定資産売却損 ※3
 0

※3
 26

固定資産除却損 ※4
 80

※4
 4

減損損失 ※7
 220

※7
 122

投資有価証券評価損 － 535

関係会社株式評価損 － 312

固定資産処分損 77 －

その他 ※6
 18

※6
 35

特別損失合計 396 1,036

税引前当期純利益 3,204 911

法人税、住民税及び事業税 1,215 658

法人税等調整額 462 △90

法人税等合計 1,678 568

当期純利益 1,525 343

EDINET提出書類

株式会社バイタルネット(E02754)

有価証券報告書

 75/105



③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 3,992 3,992

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,992 3,992

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 3,131 3,131

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,131 3,131

資本剰余金合計

前期末残高 3,131 3,131

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,131 3,131

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 477 477

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 477 477

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金

前期末残高 432 426

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 △5 △14

当期変動額合計 △5 △14

当期末残高 426 412

別途積立金

前期末残高 27,420 27,760

当期変動額

別途積立金の積立 340 1,100

当期変動額合計 340 1,100

当期末残高 27,760 28,860
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

繰越利益剰余金

前期末残高 878 1,593

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 5 14

別途積立金の積立 △340 △1,100

剰余金の配当 △476 △476

当期純利益 1,525 343

自己株式の消却 － △1,591

当期変動額合計 714 △2,810

当期末残高 1,593 △1,217

利益剰余金合計

前期末残高 29,208 30,257

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △476 △476

当期純利益 1,525 343

自己株式の消却 － △1,591

当期変動額合計 1,049 △1,724

当期末残高 30,257 28,532

自己株式

前期末残高 △1,585 △1,586

当期変動額

自己株式の取得 △0 △5

自己株式の消却 － 1,591

当期変動額合計 △0 1,586

当期末残高 △1,586 －

株主資本合計

前期末残高 34,746 35,795

当期変動額

剰余金の配当 △476 △476

当期純利益 1,525 343

自己株式の取得 △0 △5

当期変動額合計 1,048 △138

当期末残高 35,795 35,656
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 1,220 363

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△856 △848

当期変動額合計 △856 △848

当期末残高 363 △484

評価・換算差額等合計

前期末残高 1,220 363

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△856 △848

当期変動額合計 △856 △848

当期末残高 363 △484

純資産合計

前期末残高 35,967 36,159

当期変動額

剰余金の配当 △476 △476

当期純利益 1,525 343

自己株式の取得 △0 △5

自己株式の消却 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △856 △848

当期変動額合計 192 △987

当期末残高 36,159 35,171
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【重要な会計方針】

　

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　同左

　 (2) その他有価証券

①時価のあるもの

　　期末日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

(2) その他有価証券

①時価のあるもの

　　同左

 

 

　 ②時価のないもの

　　移動平均法による原価法

②時価のないもの

　　同左

２　デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

―――――――― デリバティブ

　時価法

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

　商品

　　移動平均法による原価法

　商品

移動平均法による原価法(貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法)

　(会計方針の変更)

　　当事業年度より、「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計

基準第９号　平成18年７月５日公

表分）を適用しております。

　これにより、当事業年度の営業利

益、経常利益及び税引前当期純利

益は、それぞれ42百万円減少して

おります。

４　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　　定率法

　　ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備を除

く)については定額法を採用して

おります。

　　なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物 15年～31年

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

　　定率法

　　ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備を除

く)については定額法を採用して

おります。

　　なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物 15年～31年

　  (会計方針の変更)

　　法人税法の改正に伴い、当事業年

度より、平成19年４月１日以降に

取得した有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく減価償

却の方法に変更しております。こ

れによる当事業年度の損益に与え

る影響は軽微であります。

 (追加情報)

有形固定資産の耐用年数の変更

　機械装置については、法人税法の

改正により法定耐用年数の区分が

見直され法定耐用年数が変更に

なったことを契機として資産の利

用状況等を見直した結果、当事業年

度より耐用年数の変更を行ってお

ります。

　これによる当事業年度の損益に与

える影響は軽微であります。
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前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　

(追加情報)

　法人税法の改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した資産につ

いては、改正前の法人税法に基づ

く減価償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した事業年度

の翌事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上しておりま

す。

　

　 　この結果、従来の方法に比べ、営

業利益、経常利益及び税引前当期

純利益がそれぞれ22百万円減少し

ております。

(2) 無形固定資産

　　定額法　

　　なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法を採用

しております。

　　また、市場販売目的のソフトウェ

アについては、販売開始後３年以

内の見込販売数量に基づく償却額

と残存有効期間に基づく均等配分

額とを比較し、いずれか大きい額

を計上しております。

 

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

　　同左

　 ―――――――― (3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用して

おります。

　なお、平成20年４月１日以降に取

得したリース資産はありません。

　また、所有権移転外ファイナンス

・リース取引のうち、リース取引

開始日が平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

　 (3) 長期前払費用

　　定額法

(4) 長期前払費用

　　同左

５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

　　　同左
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前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 (2) 返品調整引当金

　　販売した商品の返品に備えるため、

将来の返品に伴う損失見込額を計上し

ております。

(2) 返品調整引当金

　　　同左

　 (3) 賞与引当金

　　従業員の賞与支給に充てるため、

支給見込額のうち当事業年度に負

担すべき額を計上しております。

(3) 賞与引当金

　　　同左

　 (4) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

　　過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法によ

り費用処理しております。

(4) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

　　過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法によ

り費用処理しております。

　 　　数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による定額法

によりそれぞれ発生の翌事業年度

から費用処理しております。

 

 

(5) 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支払に備える

ため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。

　　なお、内規の改定により平成17年

６月に役員退職慰労金制度を廃止

しており、内規上の経過措置から

生じる役員退職慰労金の要支給額

のみを計上しております。

　　数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による定額法

によりそれぞれ発生の翌事業年度

から費用処理しております。

(追加情報)

　　平成21年３月に退職給付制度の改

定を行い、適格退職年金制度を確

定給付企業年金制度へ移行し、

「退職給付制度間の移行等に関す

る会計処理」（企業会計基準適用

指針第１号）を適用しておりま

す。 

　これによる当事業年度の損益に

与える影響額は軽微であります。

(5) 役員退職慰労引当金 

　　同左

６　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

　――――――――

７　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

 

　消費税等の会計処理

　　税抜方式によっております。

　消費税等の会計処理

　　同左
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【会計方針の変更】

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

――――――――

 

 

 

 

 

(リース取引に関する会計基準)

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっておりましたが、当事業年度より、「リース

取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号

（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部

会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取

引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会

計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

　これによる財務諸表に与える影響は軽微であり

ます。
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【表示方法の変更】

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

（損益計算書関係）

　　前事業年度において、特別利益の「その他」に含めて

表示しておりました「投資有価証券売却益」は、特別

利益の総額の100分の10を超えたため、当事業年度よ

り区分掲記しております。

　　なお、前事業年度の特別利益の「その他」に含まれる

「投資有価証券売却益」は２百万円であります。

 

　　前事業年度まで区分掲記しておりました特別損失の

「投資有価証券評価損」（当事業年度13百万円）は、

その金額が特別損失の総額の100分の10以下のため、

特別損失の「その他」に含めて表示しております。

 

　　前事業年度において、特別損失の「その他」に含めて

表示しておりました「旧事務所解体費用」は、特別損

失の総額の100分の10を超えたため、当事業年度より

区分掲記しております。

　　なお、前事業年度の特別損失の「その他」に含まれる

「旧事務所解体費用」は24百万円であります。

 

（損益計算書関係）

　　前事業年度において、特別損失の「その他」に含めて

表示しておりました「投資有価証券評価損」は、特別

利益の総額の100分の10を超えたため、当事業年度よ

り区分掲記しております。

　　なお、前事業年度の特別損失の「その他」に含まれる

「投資有価証券評価損」は13百万円であります。

 

　　前事業年度において、「旧事務所解体費用」として掲

記されていたものは、ＥＤＩＮＥＴへのＸＢＲＬ導入

に伴い財務諸表の比較可能性を向上するため、当事業

年度より「固定資産処分損」として掲記しておりま

す。

　なお、当事業年度の計上額11百万円は、その金額が特

別損失の総額の100分の10以下のため、特別損失の

「その他」に含めて表示しております。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成20年３月31日)
当事業年度

(平成21年３月31日)

――――――――

　 　
 
※２　担保資産及び対応債務

(担保に供している資産)

現金及び預金(定期預金) 370百万円

建物 760

土地 87

投資有価証券 1,042

計 2,261

※１　たな卸資産の内訳は以下のとおりであります。

商品 11,100百万円
 
※２　担保資産及び対応債務

(担保に供している資産)

現金及び預金(定期預金) 403百万円

建物 763

土地 87

投資有価証券 743

計 1,996

(対応債務)

買掛金 30,277百万円

短期借入金 300

計 30,577

(対応債務)

買掛金 30,061百万円

短期借入金 300

計 30,361

※３　関係会社に対する売掛金 9,047百万円
　

※３　関係会社に対する売掛金 8,636百万円
　

４　保証債務

　　　　仕入債務等に対し、債務保証を行っております。

㈱バイタルヘルスケア
(仕入債務)

2,294百万円

㈱アグロジャパン
(仕入債務)

1,024

㈱バイタルエクスプレス
(未経過リース料債務)

122

㈱バイタルグリーン
(仕入債務)

101

㈱バイタルケア
(未経過リース料債務)

15

㈱バイタルヘルスケア
(未経過リース料債務)

11

㈱宮城登米広域介護サービス
(金融機関借入金)

2

計 3,573

４　保証債務

　　　　仕入債務等に対し、債務保証を行っております。

㈱アグロジャパン
(仕入債務)

998百万円

㈱バイタルエクスプレス
(未経過リース料債務)

95

㈱バイタルグリーン
(仕入債務)

94

㈱バイタルケア
(未経過リース料債務)

26

計 1,214

　

EDINET提出書類

株式会社バイタルネット(E02754)

有価証券報告書

 84/105



(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。また、販売費と一般管理費と

のおおよその割合は50％：50％であります。

荷造・運賃配送費 3,325百万円

貸倒引当金繰入額 394

給与・賞与・手当 7,586

賞与引当金繰入額 436

法定福利費 1,022

退職給付費用 798

減価償却費 634

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。また、販売費と一般管理費と

のおおよその割合は49％：51％であります。

荷造・運賃配送費 3,074百万円

貸倒引当金繰入額 169

給与・賞与・手当 7,665

賞与引当金繰入額 454

法定福利費 1,026

退職給付費用 930

減価償却費 670

※２　固定資産売却益の内容

土地 1百万円

　 　

※２　固定資産売却益の内容

土地 18百万円

建物 5

計 23

※３　固定資産売却損の内容

車輌運搬具 0百万円

　 　

※３　固定資産売却損の内容

土地 26百万円

　 　

※４　固定資産除却損の内容

建物 76百万円

その他 3

計 80

※４　固定資産除却損の内容

機械及び装置 1百万円

その他 2

計 4

――――――― ※５　特別利益のその他の内容

損害賠償金戻入額 33百万円

移転補償金 29

その他 18

計 80

 

※６　特別損失のその他の内容

投資有価証券評価損 13百万円

貸倒引当金繰入額 2

その他 2

計 18

※６　特別損失のその他の内容

固定資産処分損 11百万円

貸倒引当金繰入額 10

その他 12

計 35
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　 前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※７　減損損失 ※７　減損損失　

　　　　当社は以下の資産グループについて減損損失を計上

しております。

場所 用途 種類

横手支店（秋田県横手

市）等事業所４箇所

事業用資産

 

土地、建物

及びその他

仙台市宮城野区土地等

４箇所

賃貸用資産

 

土地、建物

及びその他

新潟県上越市土地等８

箇所

遊休資産

 

土地、建物

及び借地権

　　　　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小の単位

として、事業用資産については支店単位、また、賃

貸用資産及び遊休資産については各物件を個別の

資産グループとしております。

　　　　これらの資産グループのうち、営業活動から生じる

損益が継続してマイナスである事業用資産及び賃

貸用資産、近年の地価下落等により土地価格が著

しく下落している遊休資産について、当該資産の

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（220百万円）として特別損失に計上

しました。その内訳は、建物8百万円、土地138百万

円、借地権70百万円及びその他3百万円でありま

す。

　　　　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、正味売却価額は、主として

不動産鑑定士による不動産鑑定評価額、重要性の

乏しい物件については路線価による相続税評価額

又は固定資産税評価額に合理的調整を行って算出

した金額を使用しております。

　　　　当社は以下の資産グループについて減損損失を計上

しております。　

場所 用途 種類

宮古支店（岩手県宮古

市）等事業所６箇所

事業用資産

 

土地、建物

及びその他

大崎市古川北町土地等

２箇所

賃貸用資産

 

土地、建物

及びその他

新潟県上越市土地等５

箇所

遊休資産

 
土地

　　　　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小の単位

として、事業用資産については支店単位、また、賃

貸用資産及び遊休資産については各物件を個別の

資産グループとしております。

　　　　これらの資産グループのうち、営業活動から生じる

損益が継続してマイナスである事業用資産及び賃

貸用資産、近年の地価下落等により土地価格が著

しく下落している遊休資産について、当該資産の

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（122百万円）として特別損失に計上

しました。その内訳は、建物13百万円、土地94百万

円及びその他15百万円であります。

　　　　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、正味売却価額は、主として

不動産鑑定士による不動産鑑定評価額、重要性の

乏しい物件については路線価による相続税評価額

又は固定資産税評価額に合理的調整を行って算出

した金額を使用しております。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項
　

　
前事業年度末
株式数（千株）

当事業年度
増加株式数（千株）

当事業年度
減少株式数（千株）

当事業年度末
株式数（千株）

自己株式 　 　 　 　

普通株式 2,103 0 － 2,104

合　計 2,103 0 － 2,104

　（注）普通株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　

当事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項
　

　
前事業年度末
株式数（千株）

当事業年度
増加株式数（千株）

当事業年度
減少株式数（千株）

当事業年度末
株式数（千株）

自己株式 　 　 　 　

普通株式 2,104 9 2,114 ―

合　計 2,104 9 2,114 ―

　（注）１　普通株式の株式数の増加９千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　 ２　普通株式の株式数の減少2,114千株は、自己株式の消却によるものであります。
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(リース取引関係)

＜借主側＞
　

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　　　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引について、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行ってお

ります。

　なお、平成20年４月１日以降に取得したリース資産

はありません。

　 　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械及び
装置

1 0 0

車両運搬具 18 16 2

工具、器具
及び備品

1,556 1,035 521

その他 70 28 41

計 1,646 1,080 566

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械及び
装置

1 0 0

工具、器具
及び備品

795 541 254

その他 83 31 51

計 880 573 306

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 293百万円

１年超 283

計 577

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 135百万円

１年超 176

計 312

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 411百万円

減価償却費相当額 395

支払利息相当額 12

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 307百万円

減価償却費相当額 291

支払利息相当額 6

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　　同左

(5) 利息相当額の算定方法

　　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

　　　　同左

　

次へ
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(有価証券関係)

前事業年度及び当事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。

　

　

(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成20年３月31日)
当事業年度

(平成21年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　 　

　賞与引当金 176百万円

　貸倒引当金 556　

　投資有価証券 112　

　関係会社株式 188　

　退職給付引当金 755　

　役員退職慰労引当金 78　

　建物及び構築物等 153　

　土地 215　

　その他有価証券評価差額金 147　

　その他 465　

繰延税金資産小計 2,849　

評価性引当額 △834　

繰延税金資産合計 2,015　

繰延税金負債 　　

　退職給付信託 △619　

　その他有価証券評価差額金 △368　

　固定資産圧縮積立金 △289　

繰延税金負債合計 △1,277　

繰延税金資産(負債)の純額 738　

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　 　

　賞与引当金 183百万円

　貸倒引当金 624　

　投資有価証券 317　

　関係会社株式 286　

　退職給付引当金 695　

　役員退職慰労引当金 78　

　建物及び構築物等 126　

　土地 251　

　その他有価証券評価差額金 427　

　その他 316　

繰延税金資産小計 3,306　

評価性引当額 △986　

繰延税金資産合計 2,320　

繰延税金負債 　　

　退職給付信託 △563　

　その他有価証券評価差額金 △90　

　固定資産圧縮積立金 △279　

繰延税金負債合計 △934　

繰延税金資産(負債)の純額 1,386　

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

　　(調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

4.0

　 　
受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△0.9

住民税均等割 1.5

評価性引当額の増加 7.6

その他 △0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 52.4

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

　　(調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

6.6

　 　
受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△4.5

住民税均等割 5.3

評価性引当額の増加 16.6

情報基盤強化税制による減税 △1.0

その他 △1.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 62.3
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 909円97銭

１株当たり当期純利益金額 38円40銭
　

１株当たり純資産額 885円34銭

１株当たり当期純利益金額 8円65銭
　

　(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当期純利益 1,525百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円

普通株式に係る当期純利益 1,525百万円

普通株式の期中平均株式数 39,737千株
　

当期純利益 343百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円

普通株式に係る当期純利益 343百万円

普通株式の期中平均株式数 39,732千株
　

３　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

純資産の部の合計額 36,159百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 ―百万円

普通株式に係る期末の純資産額 36,159百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た期末の普通株式の数

39,736千株

　

純資産の部の合計額 35,171百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 ―百万円

普通株式に係る期末の純資産額 35,171百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た期末の普通株式の数

39,726千株
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(重要な後発事象)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

――――――――

 

(㈱ケーエスケーとの共同持株会社設立に伴う経営統合

について)

　　当社と㈱ケーエスケー（以下「ケーエスケー」とい

う。）は、㈱バイタルケーエスケー・ホールディング

ス（以下「共同持株会社」という。）を株式移転完全

親会社、当社及びケーエスケーを株式移転完全子会社

とする株式移転を行うことについて、平成20年11月20

日開催の両社の取締役会において、経営統合すること

を決議するとともに、同日付で締結した統合契約書に

基づき、平成21年４月１日に共同持株会社を設立しま

した。

 

株式移転の要旨

(1)株式移転による事業統合の目的

　　両社の経営資源の有効活用及び業務の効率化・高度

化

(2)株式移転の日程

株式移転計画作成・統合契約
締結承認取締役会

　 平成20年11月20日

当社上場廃止日 　 平成21年３月26日

共同持株会社設立登記日（効
力発生日）

　 平成21年４月１日

(3)株式移転比率

会社名 当社 ケーエスケー　

株式移転比率 １ 0.81　
(注)１　これにより、当社の株式１株に対して共同持株

会社の普通株式１株を、ケーエスケーの株式

１株に対して共同持株会社の普通株式0.81株

をそれぞれ割り当て交付いたしました。ただ

し、当社又はケーエスケーの株主に交付しな

ければならない共同持株会社の株式の数に１

株に満たない端数が生じた場合には、会社法

第234条その他関連法令の規定に従い、当該株

主に対して、１株に満たない端数部分に応じ

た金額をお支払いたします。

なお、共同持株会社の単元株式数は、100株と

しております。

２　共同持株会社が本株式移転により交付する新

株式数

普通株式61,224,796株
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前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　

(4)株式移転比率の算定根拠

　　当社及びケーエスケーは、本株式移転に用いられる株

式移転比率の算定にあたって公正性を期すため、㈱三

井住友銀行（以下「三井住友銀行」という。）を、

ケーエスケーは日興コーディアル証券㈱（以下「日

興コーディアル証券」という。）に対し、それぞれ今

回の経営統合のための株式移転比率の算定を依頼し、

株式移転比率算定書を受領しました。

　　三井住友銀行は、本株式移転の諸条件、統合する両当

事会社の企業規模等を分析したうえで、上場会社であ

る当社については市場株価平均法、類似会社比準法及

びディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法（以

下「ＤＣＦ法」という。）を用いて算定し、非上場会

社であるケーエスケーについては類似会社比準法及

びＤＣＦ法を用いて算定を行いました。

　　一方、日興コーディアル証券は両社の株式価値につき

多面的に評価を行うこととし、上場会社である当社に

ついては市場株価法、類似上場会社比較法及びＤＣＦ

法を用いて算定し、非上場会社であるケーエスケーに

ついては類似上場会社比較法及びＤＣＦ法を用いて

株式価値を評価のうえ、株式移転比率を算定しまし

た。

　　当社は三井住友銀行による株式移転比率の算定結果

を参考に、ケーエスケーは日興コーディアル証券によ

る株式移転比率の算定結果を参考に、それぞれ両社の

財務の状況、資産の状況、将来の見通し等の要因を総

合的に勘案し、両社で株式移転比率について慎重に協

議を重ねた結果、最終的に上記株式移転比率が妥当で

あるとの判断に至り合意しました。

(5)株式移転により新たに設立する会社の概要

商号
株式会社バイタルケーエスケー
・ホールディングス 　

事業内容

グループ全体の最適化を図るた
めの、企画・運営・管理及びグ
ループ全体の経営統括並びにそ
れに付帯する事業 　

本店所在地 東京都世田谷区 　

資本金 50億円 　
(6)本株式移転に伴う会計処理の概要

　　本株式移転に伴う会計処理は、企業結合会計基準にお

ける、「取得」に該当するパーチェス法を適用しま

す。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

武田薬品工業㈱ 136,419 463

㈱リードヘルスケア 19,539 312

塩野義製薬㈱ 175,606 295

エーザイ㈱ 95,367 274

㈱ほくやく・竹山ホールディング
ス

457,781 219

アステラス製薬㈱ 71,277 215

田辺三菱製薬㈱ 208,453 202

第一三共㈱ 102,702 169

㈱キョーリン 135,000 164

㈱七十七銀行 320,000 155

大正製薬㈱ 84,000 153

㈱フォレスト・ホールディングス 180,000 153

ＴＤＫ㈱ 30,000 109

信越化学工業㈱ 20,000 95

㈱神戸製鋼所 700,000 88

㈱第四銀行 222,392 86

㈱みずほフィナンシャルＧ 450,960 84

トヨタ自動車㈱ 25,000 78

日本郵船㈱ 200,000 75

久光製薬㈱ 24,758 75

三井物産㈱ 74,000 72

㈱資生堂 50,000 71

㈱ツムラ 23,400 59

明治製菓㈱ 142,293 49

カメイ㈱ 94,100 41

その他(107銘柄) 784,471 495

小計 4,827,519 4,263

計 4,827,519 4,263
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【債券】

　

銘柄 券面総額(百万円)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

Tokio Marine Financial 
Solutions Ltdユーロ円債

100 100

ダイワＳＭＢＣユーロ円債 100 87

MitsubishiUFJSecurities Co.,
Ltdユーロ円債

100 73

Commonwealth Bank Of 
Australiaユーロ円債

100 62

その他(４銘柄) 161 75

小計 561 400

計 561 400

　

【その他】

　

種類及び銘柄 投資口数等(口)
貸借対照表計上額

(百万円)

有価証券 その他有価証券

証券投資信託受益証券 
(１銘柄)

10,000,000 4

小計 10,000,000 4

投資有価証券 その他有価証券

ケアネット・イノベーション
投資事業有限責任組合

3,000 297

証券投資信託受益証券
(グローバル債券ファンド)

200,000,000 148

証券投資信託受益証券
(ダイワ日本好配当株ファンド)

280,000,000 126

証券投資信託受益証券
(マイストーリー分配型Ｂコース)

200,000,000 120

証券投資信託受益証券
(ダイワ世界リート)

320,000,000 92

証券投資信託受益証券
(ＭＨＡＭ海外好配当株ファンド)

180,000,000 76

証券投資信託受益証券
(ダイワ世界債券ファンド)

100,000,000 73

証券投資信託受益証券
(ＤＩＡＭ高格付インカム)

100,000,000 72

証券投資信託受益証券
(ダイワ割安株チャンス2008)

100,000,000 68

証券投資信託受益証券
(グローバル・ソブリン・オープ
ン)

100,000,000 64

証券投資信託受益証券
(グローバル財産３分法ファンド)

152,237,526 63

証券投資信託受益証券
(新光７資産バランスファンド)

100,000,000 55

証券投資信託受益証券
(１銘柄)

3,450 22

投資事業有限責任組合
(１銘柄)

1 5

その他
(１銘柄)

10 0

小計 1,832,243,987 1,287

計 1,842,243,987 1,292
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は

償却累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物
 

18,956
 

507
 

17
　　（13）

19,446
 

12,047
 

491
 

7,399
 

　 　 　 　 　 　 　 　
　構築物
 

1,969
 

66
 

2
（2）

2,033
 

1,669
 

61
 

363
 

　 　 　 　 　 　 　 　

　機械及び装置 513 ― 8 504 458 11 46

　 　 　 　 　 　 　 　
　車両運搬具 39 19 10 48 30 2 18

　 　 　 　 　 　 　 　
　工具、器具及び備品
 

1,325
 

190
 

47
（12）

1,467
 

1,171
 

104
 

296
 

　 　 　 　 　 　 　 　
土地
 

9,712
 

61
 

185
　（94）

9,588
 

―
 

―
 

9,588
 

建設仮勘定 ― 440 440 ― ― ― ―

有形固定資産計
 

32,516
 

1,286
 

712
（122）

33,08915,377 670 17,712

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウェア ― ― ― 1,285 871 253 413

　電話加入権 ― ― ― 8 ― ― 8

　その他 ― ― ― 68 23 4 45

無形固定資産計 ― ― ― 1,362 895 257 467

長期前払費用 25 ― 6 18 12 4 5

繰延資産 　 　 　 　 　 　 　

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

　(注) １　「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

２　無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。

３　長期前払費用の「差引当期末残高」のうち、１年内の部分(１百万円)は、前払費用に振替えております。

４　上記長期前払費用「差引当期末残高」以外に、前払年金費用1,333百万円あります。

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 1,427 359 18 179 1,589

返品調整引当金 78 63 ― 78 63

賞与引当金 436 454 436 ― 454

役員退職慰労引当金 194 ― ― ― 194

　(注) １　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額等であります。

 ２　返品調整引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

　　　当事業年度末(平成21年３月31日現在)における主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。

①　現金及び預金
　

区分 金額(百万円)

現金 428

預金

当座預金 4,210

普通預金 507

定期預金 9,013

別段預金 0

計 13,730

合計 14,158

　

②　受取手形

相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

篠田総合病院 121

二本松会山形病院 83

くさの実会光ヶ丘保養園 49

仁愛会新潟中央病院 43

㈱村源 39

その他 181

合計 519

　

決済期日別内訳
　

期日 平成21年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 計

金額
(百万円)

155 145 121 75 11 10 519
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③　売掛金

相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

㈱井上誠昌堂 6,744

サンエス東京㈱ 1,370

長岡赤十字病院 779

㈱アミック 719

総合南東北病院 629

その他 52,733

合計 62,975

　

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　

前期繰越高
(百万円)
(Ａ)

当期発生高
(百万円)
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円)
(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

63,432 271,283 271,740 62,975 81.2 85.0

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれております。

　

④　たな卸資産

商品
　

区分 金額(百万円)

医療用医薬品 10,515

一般用医薬品 96

医療機器・試薬・診療材料 487

合計 11,100

　

⑤　支払手形

相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

アークレイマーケティング㈱ 97

ケイエスオリンパス㈱ 13

合計 110

　

期日別内訳
　

期日 平成21年４月 ５月 ６月 計

金額
（百万円）

45 30 34 110
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⑥　買掛金

相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

武田薬品工業㈱ 9,438

アステラス製薬㈱ 5,643

中外製薬㈱ 4,115

田辺三菱製薬㈱ 3,464

エーザイ㈱ 3,289

その他 59,617

合計 85,567

　

　

(3) 【その他】

(訴訟等)

　　宮城県内における医療用医薬品販売に関し、独占禁止法第３条（不当な取引制限の禁止）の規定に

違反する行為があったとして、平成13年12月３日、当社は、他の医薬品卸売業者と共に公正取引委員

会から排除勧告を受け、平成15年２月10日に課徴金納付命令を受けました。しかし、当社はこの納付

命令を不服として、審判手続の開始を請求し、平成15年４月16日に審判手続が開始されましたが、平

成19年12月４日に審決が出され196百万円の課徴金納付命令を受けました。当社はこの審決に対しま

して、その取り消しを求めて平成19年12月27日に東京高等裁判所に訴状を提出し、平成20年６月より

裁判が開始され、現在に至っております。

　　なお、当該課徴金納付命令金額196百万円については、平成15年３月期に特別損失に計上し、独占禁止

法の第７条の２第１項及び同法第48条の２第１項（平成17年改正前の旧法）に基づき、平成20年２

月４日に納付した上で、公正取引委員会との裁判を開始しております。

この事案に関連し、上記課徴金納付命令を受けた10社に対しまして、宮城県、仙台市及び古川市

（現大崎市）から、総額215百万円の損害賠償訴訟の提訴を受けておりましたが、仙台市については

平成21年１月26日に、宮城県については平成21年６月１日に和解により終結し、古川市（大崎市）に

ついては現在も係争中であります。なお、古川市（現大崎市）からの損害賠償請求金額のうち、当社

に対する請求額26百万円（遅延損害金含む。）については、平成18年３月期の特別損失に計上してお

ります。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の
買取り・売渡し

　

　　取扱場所 東京都中央区八重洲二丁目３番１号　住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人 大阪市中央区北浜四丁目５番33号　住友信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他のやむを得ない事由により

電子公告をすることができないときは、日本経済新聞に掲載する。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで

す。

（http://www.vitalnet.co.jp/）

株主に対する特典
毎年３月31日現在の最終の株主名簿に記載されている1,000株以上所有の株主に当社

の商品または当社関連製品(3,000円相当)を贈呈します。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第59期(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)　平成20年６月27日東北財務局長に提出

(2) 四半期報告書及び確認書

第60期第１四半期(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)　平成20年８月12日東北財務局長に提出

第60期第２四半期(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)　平成20年11月13日東北財務局長に提出

第60期第３四半期(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)　平成21年２月13日東北財務局長に提出

(3) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の３（株式移転）の規定に基づく臨時報告書　

平成20年11月21日東北財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（親会社の異動）及び第４号（主要株主の異

動）の規定に基づく臨時報告書　平成21年４月１日東北財務局長に提出

(4) 臨時報告書の訂正報告書

訂正報告書（上記(3)企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の３（株式移転）の規定

に基づく臨時報告書の訂正報告書）　平成21年１月６日東北財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成20年６月27日

　

株 式 会 社 バ イ タ ル ネ ッ ト

取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ 　

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　橋　　本　　俊　　光　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　岩　　瀬　　高　　志　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社バイタルネットの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連

結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社バイタルネット及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　

以　上

　

 
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

　２　前連結会計年度の連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成21年６月26日

　

株 式 会 社 バ イ タ ル ネ ッ ト

取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ 　

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　橋　　本　　俊　　光　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　髙　　原　　　　　透　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社バイタルネットの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連

結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社バイタルネット及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。

　

追記情報

重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、株式会社ケーエスケーとの共同持株会社である株

式会社バイタルケーエスケー・ホールディングスが平成21年４月１日に設立されている。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　

以　上

　

 
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

　２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成20年６月27日

　

株 式 会 社 バ イ タ ル ネ ッ ト

取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ 　

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　橋　　本　　俊　　光　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　岩　　瀬　　高　　志　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社バイタルネットの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第59期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社バイタルネットの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

　２　前事業年度の財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成21年６月26日

　

株 式 会 社 バ イ タ ル ネ ッ ト

取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ 　

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　橋　　本　　俊　　光　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　髙　　原　　　　　透　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社バイタルネットの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第60期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社バイタルネットの平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、株式会社ケーエスケーとの共同持株会社である株

式会社バイタルケーエスケー・ホールディングスが平成21年４月１日に設立されている。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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